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序     文 

 

ニジェール共和国は、5歳未満児死亡率、妊産婦死亡率が世界で最も高い国のひとつであり、そ

の主な要因は、マラリア、呼吸器疾患、下痢症等が挙げられます。特にニジェール共和国のマラ

リアの症例の多くは、致死率の最も高い熱帯性マラリアであり、ニジェール共和国にとってマラ

リア対策は重要課題とされています。 

こうした状況を踏まえ、ニジェール共和国政府は日本国政府に対してマラリア対策支援の協力

要請をし、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2007年11月から2010年11月までの3年間の予定

で、対象地域におけるコミュニティベースのマラリア対策モデルを確立させることをめざし、技

術協力プロジェクト「マラリア対策支援」の協力を開始しました。 

今般、本プロジェクトの終了を約5カ月後に控え、2010年5月22日から2010年6月19日（うち、官

団員2010年6月9日～2010年6月19日）まで、終了時評価調査団を現地に派遣しました。同調査は、

これまでにプロジェクト活動実績・成果を評価すること、及び評価結果から提言・教訓を導き、

今後の協力のあり方への提言を行うことを目的としています。 

本報告書は同調査団が実施した調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査にご協力賜

りました関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、残りの期間のプロジェクト実施・運営の

ため、引き続き、ご指導、ご協力を頂けますようお願い申し上げます。 

 

 平成22年9月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表（終了時評価） 
 

１．案件の概要 

国名：ニジェール共和国 案件名：マラリア対策プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部保健第1グループ 

     保健第二課 

協力金額：2.41億円（評価実施時点） 

 

相手国関係機関：保健省（MSP） 

国家マラリア対策プログラム（PNLP）

ドッソ州保健局（DRSP Dosso） 

ドッソ州ボボイ県保健局（DS Boboye）

日本側協力機関：独立行政法人国際協力機構 

協力期間 2007年11月5日～ 

2010年11月4日 

（3年間） 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

ニジェール共和国（以下、「ニジェール」と記す）は5歳未満児死亡率（160/千出生、WHO）、

妊産婦死亡率（820/10万出生、WHO）に示されるとおり世界で最も保健指標の低い国のひとつ

であり、その主な死亡要因は、マラリア、呼吸器疾患、下痢症疾患が挙げられる（マラリア罹

患率‐2005年全国平均：60.47％）。特にニジェールのマラリアの症例の多くは、致死率が最も高

い熱帯熱マラリアであり、ニジェールにとってマラリア対策は急務とされている。プロジェク

トサイトとなるドッソ州ボボイ県は首都ニアメの南東部100kmに位置し、県内のマラリア罹患率

（2000年～2005年）は全国平均・ドッソ州平均を上回り、2005年度は罹患率86.62％と高い率を

示している（ドッソ州平均 罹患率74.19％）。 

ボボイ県には、県病院が1カ所、看護師、助産師が活動する総合保健センター（Centre de Santé 

Integré：CSI）が23カ所、地域保健員（Agent de Santé Communautaire：ASC）が活動する保健ポ

スト（Case de Santé：CS）が72カ所設置されている。しかし、多くの村では、医療施設があって

も医療スタッフ数の不足、抗マラリア薬の不足等により、適切な医療サービスを受けることが

困難な状況にある。また、住民が得られる医療施設からの情報が不足しているため、住民のマ

ラリア予防・治療に関する知識が不足している。さらに、同国では保健委員会（Comité de Santé：

COSAN）とよばれる住民組織を、州、県及び村レベルに組織し、同組織がコミュニティにおい

て保健衛生に関する啓発活動等を実施することが制度化されているが、この制度が十分に機能

していないため、コミュニティレベルのマラリア対策も十分機能していなかった。 

かかる背景から、ニジェール政府はわが国に対して技術協力プロジェクト「マラリア対策支

援プロジェクト」を要請し、JICAは2006年7月に事前評価調査を実施し、2007年11月から2010年

11月までの3年間の予定で本プロジェクトを実施した。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

 ボボイ県保健区におけるマラリア罹患率、死亡率が減少する。 

 

（2）プロジェクト目標 

 ボボイ県保健区におけるマラリア対策を強化するためにコミュニティベースのマラリア

対策モデルが確立される。 
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（3）成果 

1）パイロット地域における村COSANのマラリア対策活動計画及び実施に係る能力が強化さ

れる。 

2）11のパイロットCSI/CS COSANと学校運営委員会（Comité de Gestion：COGES）のマラ

リア対策活動計画及び実施に係る能力が強化される。 

3）保健医療従事者（看護師、助産師、地域保健員）によるマラリア治療ケアの質が向上

する。 

4）コミュニティベースのマラリア対策に係るボボイ県保健局の活動計画、実施能力が強

化される。 

5）コミュニティベースのマラリア対策モデルに対するプロジェクト関係者（保健省、マ

ラリア対策にかかわるパートナー等）の理解が促進される。 

 

（4）投入（実績） 

1）日本国側 

長期専門家派遣 延べ4名（計74.5人月） 

短期専門家派遣 延べ5名（計11.7人月） 

カウンターパート（C/P）研修：本邦研修3名 

ローカルコスト負担 3億5,364万6,000 FCFA（約6,153万5,000円相当） 

    

2）相手国側 

C/Pの配置：延べ27名 

施設提供：なし 

２．評価調査団の概要 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 小森 正勝 JICA人間開発部保健第1グループ保健第二課長 

マラリア対策 溝上 哲也 
国立国際医療研究センター 国際臨床研究セン

ター 国際保健医療研究部長 

協力企画 林  由紀 JICA人間開発部保健第1グループ保健第二課 

調査者 

評価分析 林 亜紀子 NPO法人HANDS 

調査期間 2009年5月22日～6月19日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果1～5の達成状況は以下のとおり。 

1）成果1：パイロット地域における村COSANのマラリア対策活動計画及び実施に係る能

力が強化される。 

2008年から2010年にかけて、村COSANの設立マニュアル、研修モジュールが整備され

たほか、51カ所のパイロット村において民主的選挙を経て村COSANが設置され、計260

名の村COSANメンバーに対する研修が終了した。また、プロジェクト対象地域における

マラリア活動計画・実施数が拡大し、蚊帳使用率が以下のとおり増大した。 
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 蚊帳使用率（前夜に蚊帳の中

で就寝したと回答した数）

蚊帳使用率 

（5歳未満児） 

プロジェクト対象地域 75.3％ 82.8％ 

プロジェクト非対象地域 59.7％ 71.4％ 

    
2）成果2：11のパイロットCSI/CS COSANと学校運営委員会（COGES）のマラリア対策活

動計画及び実施に係る能力が強化される。 

CS COSANメンバー及び学校COGESメンバー（各20名）に対する研修が実施されたほ

か、CSI COSANによる村COSANのモニタリング活動が計45村に対して実施された。村

COSANの活動モニタリングを行うCSI COSANの数は0から5カ所へ微増した。 

 

3）成果3：保健医療従事者（看護師、助産師、地域保健員）によるマラリア治療（看護）

ケアの質が向上する。 

延べ152名の保健医療従事者がプロジェクト実施の研修に参加したほか、研修受講前後

のテストの結果（平均点）が20点満点中7.1点から14.4点へと伸びが確認された。 

 

4）成果4：コミュニティベースのマラリア対策に係るボボイ県保健局の活動計画、実施能

力が強化される。 

ボボイ県保健局による村での啓発活動は、非パイロット地区であるカンカンディCSI管

区内の21村に対して実施されたほか、COSANメンバーの民主的選挙が6村で実施された。

また、同保健局によるCSI/CSメンバー、村COSANに対する研修が計56名に対して実施さ

れた。 

 

5）成果5：コミュニティベースのマラリア対策モデルに対するプロジェクト関係者（保健

省、マラリア対策にかかわるパートナー等）の理解が促進される。 

ニジェールの中核人材（保健省、国家マラリア対策プログラム、コミュニティ開発省、

基礎教育省ほか）による村COSANメンバー選挙の現場視察、コミュニティベース・マラ

リア対策ガイド作成作業・ワークショップ、プロジェクトの広報・啓発活動が実施され、

関係者間の理解が促進された。 

 

（2）プロジェクト目標及び上位目標の達成状況は以下のとおりである。 

1）プロジェクト目標：ボボイ県保健区におけるマラリア対策を強化するためにコミュニ

ティベースのマラリア対策モデル（以下、「モデル」と記す）が確

立される。 

2007年から2010年にかけて、以下に示すとおり、指標2を除くすべての指標が改善、ま

たはパイロット地区の数値が非パイロット地区を上回った。指標2（指標2：マラリア対

策活動に参加した世帯の割合）については、ベースライン調査に該当する項目がないた

め、プロジェクトによる改善度合いを測ることができなかったが、91.2％と高い率であっ

た。以上のことから、全5つの指標のうち4つに改善傾向、もしくはパイロット地区にお

ける良い数値が確認され、プロジェクト目標はおおむね達成された。 
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指標1 モデルが導入された地区の数 

COSANが設立されたCSI 0→5カ所、CS 0→13カ所、村COSAN 0→43カ村 

 

指標2 マラリア対策に参加する世帯の数 

91％（注：対応するベースライン・データなし） 

 

指標3 効果的かつ実用的なコミュニティベースのマラリア対策ガイドの開発 

本プロジェクトを通じて、以下3文書を策定。 

① コミュニティベース・マラリア対策ガイド 

② 村COSAN事務局メンバー研修マニュアル 

③ 村COSAN事務局設置モジュール 

 

指標4 世帯当たりの平均長期残効型殺虫剤浸漬蚊帳（LLITN）保有数 

パイロット地区 1.75 

非パイロット地区 0.97 

 

指標5（1）マラリア発症当日に保健施設を受診した5歳未満児の割合 

パイロット地区 94.1％ 

非パイロット地区 88.6％ 

 

指標5（2）保健施設でのマラリア症例数と増加率

保健施設でのマラリア症例数と増加率（2007～2009年） 

 （増加率：2007年の数値を100として）

  2007年 2008年 2009年 

症例数 5,185 8,844 10,505 
パイロット地区 

増加率 100％ 171％ 203％ 

症例数 28,045 40,035  43,781 非パイロット地

区 増加率 100％ 143％ 156％ 

 

2）上位目標：ボボイ県保健区におけるマラリア罹患率、死亡率が減少する。 

信頼性の高いデータの入手が難しいため、マラリア罹患率と死亡率に代わるデータと

して、公的保健医療施設で記録されたマラリアの症例数と死亡数を用いた。2007年から

2009年にかけて、マラリアの症例数が63％増加した一方、死亡数は31％減少し、致死率

は54％低下した。以上により、マラリアに関する状況の好転が認められることから、引

き続き蚊帳の使用が拡大し、地域住民の受療行動の変化が継続すれば、プロジェクト終

了後、近い将来にボボイ県におけるマラリアの罹患率、死亡率の低下が期待できる。 
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ボボイ県におけるマラリア症例数、死亡数、致死率 

 2007年 2008年 2009年 
増加率 

（2009/2007）

症例数（A） 33,230 48,879 54,86  34％ 

死亡数（B） 45 45 31 -31.1％ 

致死率（B）/（A） 0.13％ 0.09％  0.06％ -53.9％ 

      
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 「高い」 

ニジェール政府の政策及びターゲットグループのニーズ、日本の援助政策及び技術的優位

性、プロジェクトデザインの適切性がすべて一貫しており、妥当性は高いと評価される。

マラリアはニジェール保健分野の協力において、最も優先的に取り組むべき課題であり、

全国平均と比較しても、マラリア罹患率の高いドッソ州ボボイ県の住民にとって、マラリ

ア対策の緊急性は高い。本プロジェクト目標「ボボイ県保健区におけるマラリア対策を強

化するためにコミュニティベースのマラリア対策モデルが確立される。」は、保健サービス

へのアクセスが困難なドッソ州ボボイ県の住民にとって、効果的なマラリア予防対策の方

法であり、ターゲットグループのニーズに合致している。第4次国家保健開発計画（2005～

2010年）においても、住民参加の促進が盛り込まれており、ニジェール政策に合致する。

マラリア対策の推進は、日本の政府開発援助大綱の「人間の安全保障」の考え方に沿うも

のであり、また、本案件は日本の対ニジェール援助重点分野「母と子の健康改善」プログ

ラムに位置づけられる。地域に根ざす保健所や住民組織を通じた地域保健活動により、公

衆衛生の改善を図った日本の過去の経験と教訓が本案件に生かされたほか、ニジェール国

JICA「みんなの学校プロジェクト」で培われた経験・教訓も本モデル形成に応用された。

 

（2）有効性 「高い」 

3-1にて前述のとおり、5つの指標のうち4つが改善したことから、プロジェクト目標はお

おむね達成された。また、下記のプロセスにより、5つの成果はプロジェクト目標の達成に

貢献したと考えられることから、有効性は高いと判断された。 

 

1）成果1：村COSANの能力強化 

2009年の半ばまでに、5つのパイロットCSIの管轄区内の42の村COSAN設立に係る全過

程を完了した。プロジェクトは研修モジュールを開発し、合計260名の村COSANメンバー

に対し、村COSANの役割と機能に関する研修を実施した。村COSANは2008年から自らが

企画したアクションプランに基づくマラリア対策活動を展開している。聞き取りを行っ

たCOSANメンバーは住民投票で選ばれたことより、住民の代表として地域の健康改善に

取り組む自信と村人からの敬意を得ることができたと述べており、意識・意欲の向上に

貢献した。 

 

2）成果2：CSI/CS COSANと学校COGESの能力強化 

5カ所のCSI、6カ所のCS、10カ所の学校において、COSAN・学校COGESメンバーの民

主的な選出、研修、アクションプラン作成、意識啓発、教育教材の供与を実施した。こ

の過程を経て、COSAN・学校COGESはマラリア対策活動の計画・実施に係る能力向上が
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確認された。 

 

3）成果3：マラリア治療（看護）の質の向上 

プロジェクトは延べ152名の保健医療従事者（看護師、助産師、ASC）に対しマラリア

予防・治療（看護）研修を行った。ボボイ県保健局は研修を受けた保健医療従事者の知

識・技術が向上したと判断している。ただし、同保健局が2010年3月から4月にかけて行

った現場指導では、保健医療従事者の技術面の課題、並びに保健施設での血液検査キッ

トの不足等（いずれもプロジェクト外の要因）が指摘されており、研修未受講の保健医

療従事者を中心に、一層、マラリア治療（看護）能力の強化を図る必要性が認められた。

 

4）成果4：ボボイ県保健局の能力強化 

ボボイ県保健局は、自主的に非パイロット地区2カ所のCSI（カンカンディ：2009年11

月-2010年2月～、ボシア：2010年5月～）管轄区においても村COSANを設立した。ボボイ

県保健局の計画立案能力（タイム・マネジメント、要員計画等）やモニタリング活動に

ついては、一層の強化が望まれるが、一連のこの取り組みを通じて、モデル適用に必要

なノウハウを獲得したと判断された。 

 

5）成果5：モデルの理解の促進 

プロジェクトとJICAニジェール事務所との協力により、ニジェール関係者との対話や

ワークショップ等を開催し、「コミュニティベースのマラリア対策モデル」に対する理解

促進努力を行った。本モデルは、村落レベルにCOSANを設置する政策を示したニジェー

ル保健省令（1999年制定）に基づくが、本プロジェクト活動を通じて得られた教訓・検

証結果を踏まえ、同省令改正案の検討が進められるなど、ニジェール関係者の同モデル

に関する認知度、理解度は進展しつつある。 

 

（3）効率性 「高い」 

一部、モニタリング制度、マラリア看護（治療）、県保健局能力強化についてはプロジェ

クト終了までに一層の人材能力強化が必要と判断されるものの、前述のとおり、4つの成果

は達成され、実施された各活動群に対応する成果発現も認められた。カウンターパート

（Counterpart：C/P）の頻繁な人事異動など、配置に関する問題がプロジェクトの効率性に

影響を及ぼした点は否めないが、投入はおおむね適切に行われ、成果実現のための外部条

件は満たされている。以上から、プロジェクトの効率性は高いとみなされる。 

 

（4）インパクト 「非常に高い」 

3-1にて前述のとおり、上位目標がプロジェクト終了後に達成される可能性は十分ある。

次に示すとおり、指標で示したもの以外に以下の正の波及効果が確認されたことから、高

いインパクトが見込まれる。 

 

  ＜想定された正のインパクト＞ 

・ 地域住民のマラリア予防・治療行動の変化（蚊帳の普及、マラリアの症状発生直後の

保健医療施設受診等） 

・ 重篤なマラリア患者の減少 

・ COSANによる資金調達（LLITNの売上収入、住民からの寄付）及び地域保健改善活

動への出資（保健施設への資機材供与、患者移送手段確保等） 
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  ＜想定外の正のインパクト＞ 

・ ボボイ県保健局による2カ所の非パイロットCSI管轄区（カンカンディ、ボシア）に

おける村COSAN設立の試行及びモデルの適用  

・ プロジェクトの経験を盛り込んだ、住民参加に関する省令改正のためのワークショッ

プ開催計画 

・ 草の根無償資金協力事業との連携（LLITN供与） 

・ 学校教師（地域内の数少ない識字者）のマラリア対策活動への協力 

 

（5）自立発展性 「中程度」 

ニジェール政府が「コミュニティベースのマラリア対策モデル」の有効性・実用性・適

用性を確認し、今後も継続的に人材の育成・配置が適切になされれば、モデルの実施・展

開に関する知識・ノウハウの定着が見込まれる。しかしながら、以下に示すとおり、現時

点では実施主体の人員不足、モデル運用資金の確保の可能性が限られていることから、今

後の自立発展性の懸念材料となっている。 

 

1）組織的自立発展性 

コミュニティベースのマラリア対策モデルの運営主体となる保健局は、人員不足、業

務量過多等の恒常的問題を抱えている。そのため、プロジェクトの終了後、保健省、州

保健局（District régional de santé publique：DRSP）及び他ドナーの支援なしには、保健局

が自主性をもってモデルの実施・展開することは困難が予測さる。 

一方、本プロジェクトが「コミュニティベースのマラリア対策モデル」を推進したこ

とにより、COSAN・学校COGESメンバー及び地域住民の地域保健に対する改善意欲の向

上が図られたとともに、公的保健医療機関とコミュニティとの連携・協力体制が構築さ

れたことから、コミュニティ・レベルでは引き続き自主的活動の展開が期待される。 

 

2）財政的自立発展性 

本プロジェクト活動を通じ、LLITNの売上確保、コミュニティからの資金集めに成功し

ているCOSANが多く存在するほか、COSANの主要な収入源であるLLITNについては、別

途一般無償資金協力事業等による供与が計画されている。そのため、プロジェクト終了

後も、COSANによるコミュニティベースのマラリア対策活動はある程度継続が可能と考

えられるが、一方で、CSI/COSANによる村COSANのモニタリングや村COSANの村訪問

の際の交通手段が担保されていないなどの課題が残されている。 

保健省がドナーの資金に全面的に依存している状況下、プロジェクト終了後、ニジェ

ール側が本プロジェクトモデル運用のために必要な活動資金を担保できるか懸念が残

る。なお、ニジェールが暫定政権下にある現状下、2011年の国政選挙後の他ドナーから

の外部資金確保の見込みを予測することは困難な状況である。 

 

3）技術的自立発展性 

全般的に、モデルの推進の中核人材（ボボイ県保健局、保健医療従事者、COSAN/COGES

メンバー）の能力の向上が確認された。マラリア治療（看護）、活動計画作成・実施・モ

ニタリング、住民参加など一層の強化が必要とされる分野については、プロジェクト終

了までに必要な研修を実施するなど、引き続き知識・技術レベル向上の努力が求められ

る。 
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a）県保健局（District sanitaire：DS） 

ボボイ県保健局が自発的に実施した非パイロットCSI管轄区における村COSAN設立

プロセスを通じ、C/Pはモデル運営のための住民啓発・研修実施能力を身につけるなど

能力を強化させた。ただし、計画立案及びモニタリングについては一層の強化が必要

とされる。 

人事異動が極めて頻繁に行われる現状下、プロジェクト活動実施の過程で培われた

知識や技術を組織的に定着させることが重要不可欠であり、将来、実施担当者向けに

コミュニティベースのマラリア対策モデル運営に関するノウハウを網羅したガイドの

整備が求められる。 

 

b）保健医療従事者（CSI/CSスタッフ） 

全般的に、マラリア治療（看護）研修に参加した保健医療従事者の能力の向上が確

認された。研修に参加していない保健医療従事者（参加者40名に対して18名）に対し

ては、早急に研修の機会を設ける必要がある。 

 

c）CSI/CS/村COSAN・学校COGESメンバー 

COSAN・COGESメンバーは、一部（計画策定の遅れ、総会での議論の記録の不備等）

課題は残るものの、コミュニティベースのマラリア対策活動の実施手法の習得・実践

を通じ、地域の保健改善に対する貢献意欲が高まった。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

マラリア対策は世界マラリア・デーやラジオ番組等を通じて頻繁にマラリアに関する広報が

行われるようになった。ニジェール全域において、世界エイズ・結核・マラリア対策グローバ

ル基金（Global Fund to Fight AIDS, Tuberculosis and Malaria：GFATM）、国際連合児童基金（United 

Nations Children’s Fund：UNICEF）などの他ドナーによる蚊帳配布も同時並行で実施され、マラ

リア予防への関心は一層高まりつつある。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

＜C/P＞ 

（1）人員不足 

恒常的な人員不足を抱えているため、保健局が複数のドナーのプログラム活動に同時並

行で対処できない場合があり、プロジェクト活動の円滑な実施に影響があった。 

 

（2）人事異動 

ボボイ県保健局のC/Pの頻繁な人事異動やパイロット地区のCSI・CSチーフの異動が、プ

ロジェクト活動の円滑な実施・推進、ノウハウの蓄積において影響を及ぼした。 

 

（3）JICAの技術協力に対する理解不足 

C/P側は、長年にわたり、他ドナーからの資金提供型の支援を受けていることから、JICA

ニジェール事務所、運営指導調査派遣を通じたたびたびの理解促進努力を行ったにもかか

わらず、プロジェクト・チームが経理面の管理責任をもつ日本の方式に対して十分な理解

を示さなかった。 
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（4）政治状況の変化 

2011年の国政選挙後の民政移管の過程で、行政機関は組織・人事再編を経るものと想定

される。 

 

３－５ 結 論 

モデルの構想は、シンプルでニジェール側関係者に広く理解されやすく、実用的である。本

プロジェクト活動を通じ、保健医療従事者、CSI/CS/村COSAN・学校 COGES等の住民組織メン

バーは地域保健の改善に積極的かつ自主的に取り組んでおり、これら住民組織を介して地域の

保健医療施設（CSI、CS）と地域社会との連携・協力体制が強化され、プロジェクト目標はおお

むね達成された。 

「コミュニティベースのマラリア対策モデル」はニジェールの住民参加制度に基づいて構築

されており、その制度基盤の安定性、住民組織の活力・持続性をニジェールのマラリア対策に

生かし、地元保健人材の育成を含めた住民参加型保健医療モデルを構築した点は高く評価され

る。今後、ニジェール政府は、各レベル（中央、DRSP、DS）においてモデルの継続運用に必要

なリソースの確保、及び財政・物的・技術的支援提供に努め、かつモデル運用に係るノウハウ

普及・定着のための努力（「コミュニティベースのマラリア対策ガイド」の整備・有効活用等）

を行うなど、今後、プロジェクトの終了に向け、自立発展性の強化に向けた取り組みが望まれ

る。 

 

３－６ 提 言 

＜プロジェクト終了に向けて＞ 

① マラリア治療（看護）、計画能力、及びモニタリング制度といった弱い分野の能力強化を

行う必要がある。マラリア治療（看護）については、未受講の保健医療従事者に対して研

修を実施するほか、保健局関係者による保健医療施設現場視察を通じたマラリア診断・治

療の質のモニタリング指導も有効である。 

② コミュニティベースのマラリア対策ガイド、村COSAN設立ガイド、研修マニュアル（最

終確定版）を完成させ、関係者間で共有することが求められる。 

③ コミュニティベースのマラリア対策モデルの理解を促進するため、関係者間での経験・

教訓を共有するワークショップ等を実施することが望ましい。同機会を利用するなどし

て、プロジェクト終了後のモデルの運用に関し、ニジェール国内のマラリア対策パートナ

ーシップについても情報・意見交換すべきである。 

 

＜プロジェクト期間中並びにプロジェクト終了後＞ 

① CSIと村COSANの協力関係に同CSI管轄区内のCSを巻き込むことにより、二者間の関係を

強化し、村COSANの指導とモニタリングに要するCSIの負担の軽減が可能である。 

② 住民組織（COSAN・学校COGES等）のメンバーに対し、何らかのインセンティブを担保

することが望まれる。インセンティブは必ずしも日当、交通費または移動手段といった金

銭や物資の提供である必要はなく、保健や他のテーマについて学ぶ機会、政府による承

認・表彰、村人からの感謝や敬意も含まれる。コミュニティの代表である住民組織メンバ

ーへのインセンティブ提供の仕組みをコミュニティベースのマラリア対策モデルに組み

込むことができれば、継続性・自立発展性を高めることに貢献できる。 

③ 県保健局は、住民組織（COSAN・学校COGES等）メンバーのマラリア対策活動参加意欲

を維持するため、指導、育成、監督、モニタリングに係る支援を継続することが必要不可

欠である。この実現に向け、国・州政府は県に対し財政・物的・技術的支援を提供するこ

とが必要である。同時に、保健局には、訓練を受けた人材が継続的かつ適材ポストに配置
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されることが求められる。COSANと学校COGESが機能し続けるため、主たる収入源であ

るLLITNの供給を確保するための努力も必要であろう。 

④ 保健省は、コミュニティベースのマラリア対策モデルの継続運用・他地域への適用を可

能にする人的・財政的リソースを確保する必要がある。GFATMへのプロポーザル提出も

ひとつの重要な機会である。 

⑤ パイロット地区の保健医療従事者、CSI COSANメンバーは、マラリア対策活動を含めた

CSIの活動計画（マイクロ・プラン）を作成するとともに、保健省は、コミュニティベー

スのマラリア対策モデルの諸活動をCSI全体の活動計画へ統合させるための主導的役割

を果たすことが期待される。 

⑥ 住民組織が適切に機能するよう、保健省は住民参加に係る省令改定が早急に承認される

よう働きかけを行うことが期待される。 

⑦ COSAN・学校COGESが長期にわたり機能できるようにするためには、組織を適切に運用

し、透明性を保ち、信頼性を担保することが重要である。 

 

３－７ 教 訓 

住民参加が地域に根付くためには、関係者間の密接な共同作業を通じての信頼と敬意に基づ

く関係の確立が不可欠であり、そのための一定時間を要する。3年という短期間にプロジェクト

は実質的な成果を上げたが、プロジェクト効果を維持させるためには、引き続きコミュニティ・

レベルでの活動計画・実施・モニタリング・評価への十分な技術的・財政的支援が必要である。
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 （1）経緯 

ニジェール共和国（以下、「ニジェール」と記す）は5歳未満児死亡率（160/千出生、WHO）、

妊産婦死亡率（820/10万出生、WHO）が世界で最も高い国のひとつであり、その主な要因は、

マラリア、呼吸器疾患、下痢症疾患である。特にニジェールのマラリアの症例の多くは、最も

致死率の高い熱帯熱マラリアであり、ニジェールにとってマラリア対策は急務とされている

（マラリア罹患率：2005年全国平均罹患率60.47％）。 

プロジェクトサイトとなるドッソ州ボボイ県は首都ニアメの南東部100kmに位置し、県内の

マラリア罹患率（2000年～2005年）は全国平均・ドッソ州平均を上回り、2005年度は罹患率

86.62％と高い率を示している（ドッソ州平均罹患率74.19％）。ボボイ県には、県病院が1カ所、

看護師、助産師が活動する総合保健センター（Centre de Santé Integré：CSI）が23カ所、地域

保健員（Agent de Santé Communautaire：ASC）が活動する保健ポスト（Case de Santé：CS）が

72カ所設置されている。 

しかし、多くの村では、医療施設があっても医療スタッフ数の不足、抗マラリア薬の不足等

により、適切な医療サービスを受けることが困難な状況にある。また、住民が得られる医療施

設からの情報が不足しているため、住民のマラリア予防・治療に関する知識が不足している。

さらに、同国では保健委員会（Comité de Santé：COSAN）とよばれるコミュニティ組織を、州、

県及び村レベルに組織し、同組織がコミュニティにおいて保健衛生に関する啓発活動等を実施

することが制度化されているが、この制度が十分に機能していないため、コミュニティレベル

のマラリア対策も十分機能していなかった。 

かかる背景から、ニジェール政府はわが国に対して技術協力プロジェクト「マラリア対策支

援プロジェクト」を要請し、JICAは2006年7月に事前評価調査を実施し、2007年11月から2010

年11月までの3年間の予定で本プロジェクトを開始した。 

 

 （2）目的 

2007年11月から2010年11月まで、JICAは保健省・国家マラリア対策プログラム（Programme 

National de la Lutte contre le Paludisme：PNLP）、ドッソ州保健局（DRSP）、ボボイ県保健局（DS）

をカウンターパート（C/P）機関として、技術協力プロジェクト「マラリア対策支援プロジェ

クト」を実施し、現在2名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整/研修運営管理）を派

遣中である。本終了時評価調査は、2010年11月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動

の実績、プロジェクト目標達成度、成果等を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活

動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 
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１－２ 調査団の構成 

 担 当 氏 名 所  属 

1 団長/総括 小森 正勝 JICA人間開発部保健第1グループ保健第二課長 

2 マラリア対策 溝上 哲也 
国立国際医療研究センター（NCGM）国際臨床研究

センター 国際保健医療研究部長 

3 協力企画 林  由紀 JICA人間開発部保健第1グループ保健第二課 

4 評価分析 林  亜紀子 特定非営利活動法人 HANDS 

 

１－３ 調査日程 

 全体現地調査期間：2010年5月22日～2010年6月19日 

5月 日 程 

22 土 成田発【評価分析】 

23 日 ニアメ着 

24 月 

JICAニジェール事務所・プロジェクト専門家打合せ 

保健省、国家マラリア対策プログラム（PNLP） 

プロジェクトサイト移動 

25 火 ボボイ県保健局表敬・打合せ 

26  水 
総合保健センター（CSI）、村レベル保健委員会（COSAN）、保健小屋・村保健運営

委員会（Village COSAN）インタビュー・現地調査 

27 木 学校運営委員会（COGES）フォーラム活動状況視察 

28 金 総合保健センター（CSI）医長インタビュー・現地調査 

29 土 データ分析、情報整理、報告書作成 

30 日 データ分析、情報整理、報告書作成 

31 月 ボボイ県保健局長、地域コミュニケーターほかインタビュー・現地調査 

6月  

1 火 ドッソ州保健局関係者インタビュー 

2  水 
研修モジュール・ガイドライン策定ワークショップ視察 

ドッソ州保健局マラリアコーディネーターインタビュー 

3  木 
ドッソ州保健局・現地調査 

専門家インタビュー・打合せ 

4 金 中間報告書作成、ニアメ移動、JICAニジェール事務所打合せ 

5  土 データ分析、情報整理、報告書作成 

6  日 データ分析、情報整理、報告書作成 

7  月 
TV会議協議  

保健省、国家マラリア対策プログラム（PNLP）インタビュー 

8 火 保健省関係局インタビュー 

9 水 保健省、国家マラリア対策プログラムインタビュー 

10 木 国際機関（UNICEF等）インタビュー    ニアメ着 【協力企画】 
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11  金 
プロジェクトサイト移動 

ドッソ州保健局、ボボイ県保健局 協議 

12 土 ボボイ県フィールドサイト視察  

13 日 団内打合せ ニアメ着 【総括・マラリア対策】 

14 月 

JICAニジェール事務所、専門家打合せ 

保健省次官表敬 

保健省関係部局協議 

15  火 

ボボイ県へ移動 

合同調整委員会（JCC）協議 

ニアメに移動 

16 水 ミニッツ（M/M）協議 

17 木 
ミニッツ（M/M）協議・署名  

ニアメ発【全員】 

18 金 機中泊 

19 土 成田着 

 

１－４ 主要面談者 

 （1）保健省（Ministère de Santé Publique：MSP） 

Mr. Hassan Namaka Deputy Secretary General 

Dr. Issa Moussa Hama Director General of Public Health 

Dr. Idrissa Maiga Mahamadou Director of the Study and Planning (DEP) 

Dr. Maga Dou Dou Katinou Head of the Study and Research Unit, DEP 

Dr. Tini Aboubacar Director/Direction of Treatment 

Mr. Issiya SOULEY Director/Direction of Public Hygiene and Health education 

Ms. Maiga Aissata Chief of Cooperation Division 

Mr. Zakari Amodou Chief of Community Health Division, DOS 

Ms. Aichatou Boukary Deputy Chief of Community Health Division, DOS 

 

 （2）国家マラリア対策プログラム（Programme National de la Lutte contre le Plaludisme：PNLP） 

Dr.Abani Maazou National Coordinator 

 

 （3）ドッソ州政府 

Ado Balla Secretary General/Dosso Regional Government 

 

 （4）ドッソ州保健局［District régional de santé publique（Dosso Regional Direction for  

Public Health：DRSP）］ 

Dr. Abdoula Zeinabou Idder Regional Director of Public Health 

Mr. Ibrah Souley Soumbounou Regional Coordinator of Malaria 

Mr. Hamidou Atta Chief, Service of Pharmacies, Laboratories and Community 

Participation 
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 （5）ドッソ州ボボイ県保健局（Boboye Health District：DS） 

Mr.Djibo Madougou  Secretary General/Boboye prefecture 

Dr. Aminatou Amadou Chief Medical Doctor 

Ms. Hamidine Hadizatou Communicator 

Mr. Hama Moussa Manager of Account and General Affaires 

Chaïbou Ango Departmental Direction for Land structure 

planning/community development 

Mme Yacouba Salman Communicator  

Mr.Honoré Yacouba Staff 

Niandou Aïssata Staff 

 

 （6）Falmey地区視学官事務所  

Mr. Mahamadou Aouta School Health and Hygiene 

 

 （7）総合保健センター（CSI） 

Mme Boubacar Halimatou Chief/Fandou Bali Bali CSI 

Saley Saïdou ALI Yéni CSI 

Boukari Yacouba Chief/CSI Bellandé 

Hadiza Karimoune Karra CSI 

Mme Mariama Almouner Chief/Zouzou Béri CSI 

Ahmoudou KaÏlou Chief/Kankandi CSI 

 

 （8）総合保健センター 保健運営委員会（COGES-CSI） 

Abdou Hamidou President/Kankandi CSI management committee 

Hassane Boukari President/Kankandi CSI management committee 

 

 （9）村保健運営委員会（Village COSAN） 

Hawa ALI President/Bellandé village 

Seydou Halidou President/Zouzouberi villag  

Adoul-hayyou Hamani President/Kankandi village 

 

（10）UNICEF 

Dr. Khaled Bensaid Head of Health and Nutrition Section 

 

（11）JICAマラリア対策支援プロジェクト 

山形 茂生 プロジェクト・チーフアドバイザー 

内田 貴子 業務調整/研修運営管理 

Mr. Issaka Idrissa Technical advisor/JICA Project 

Mme Mamoudou  Mariama Consultant/JICA Project 

Tidjani Abdou JICA Project/Administrator 
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Yacouba Amadou consultant/JICA Project 

 

（12）JICAニジェール事務所 

西本 玲 所長 

駒崎 麻里子 所員 

國枝 美佳 企画調査員 

 

１－５ プロジェクトの概要 

ニジェール政府は、わが国に対し技術協力「マラリア対策支援プロジェクト」を要請し、JICA

は2004年9月プロジェクト形成調査、2006年7月に事前評価調査を経て、2007年11月から3年間の予

定で本プロジェクトを開始した。本案件は、保健省・PNLP、ドッソ州DRSP、ボボイ県DSをC/P機

関とし、「ボボイ県保健区におけるマラリア対策を強化するためにコミュニティベースのマラリア

対策モデルが確立される。」ことをプロジェクト目標としている。 

プロジェクト策定段階では、参加型ワークショップにより関係者の意見を反映してプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を策定し、双方の合意を得たが、そ

の後の全体計画の変更に関しては、2009年以降、PDMに代わり年度ごとに作成される年間活動計

画（Plan d'Action Annuel：PAA）により活動計画の修正を行った。年間活動計画には、各年の成果

及び活動が記載されているが、指標と外部条件は含まれておらず、このため、終了時評価調査実

施にあたり、評価のベースとして当初のPDMと年間活動計画からPDM-e（付属資料2.）を作成し評

価を実施した。 

 

 （1）上位目標 

 ボボイ県保健区におけるマラリア罹患率、死亡率が減少する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

 ボボイ県保健区におけるマラリア対策を強化するためにコミュニティベースのマラリア対

策モデルが確立される。 

 

 （3）成果 

1 パイロット地域における村COSANのマラリア対策活動計画及び実施に係る能力が強化

される。 

2 11のパイロット CSI/CS COSANと学校運営委員会（COGES）のマラリア対策活動計画及

び実施に係る能力が強化される。 

3 保健医療従事者（看護師、助産師、地域保健員）によるマラリア治療ケアの質が向上す

る。 

4 コミュニティベースのマラリア対策に係るボボイ県保健局の活動計画、実施能力が強化

される。 

5 コミュニティベースのマラリア対策モデルに対するプロジェクト関係者（保健省、マラ

リア対策にかかわるパートナー等）の理解が促進される。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価の内容 

① 討議議事録（Record of Discussion：R/D）署名時プロジェクトマスタープラン及び年間活動

計画（PAA）に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、

今後の課題を整理する。 

② 評価5項目（有効性、インパクト、効率性、妥当性、自立発展性）の観点から、プロジェク

トチーム、ニジェール側関係者とともにプロジェクトの終了時評価を実施する。 

③ 上記評価結果に基づき、今後の活動内容について協議し、将来、類似案件を実施する際に

有用な教訓を導く。 

④ ニジェール側関係者と評価・協議結果を確認し、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）

に取りまとめ、署名を行う。 

 

２－２ 評価手順 

＜事前準備＞ 

① 評価デザインの作成 
評価グリッドを作成し、現地における調査項目・情報収

集方法を決定する。 

② 投入実績に関する情報収集 
これまでの投入実績（専門家派遣、研修員受入、供与機

材、現地業務費の実績）を整理する。 

③ 必要データ・資料の収集 
上記①で収集した情報（質問票を含む）、PDM指標関連

データの収集を行う。 

④ 活動実績・成果の取りまとめ 
PDMに基づき、③で収集するデータ・情報をもとに活動

実績・成果の達成状況を取りまとめる。 

 

＜現地調査＞ 

① 評価手法の説明 
ニジェール側関係者に対し、評価目的及びPCMによる評

価手法を説明し、参加・協力を依頼する。 

② 活動実績・成果の確認 

事前に収集された情報に加え、関係者とのインタビュ

ー・質問票の回収・分析を通じ、これまでの協力につい

て、実績と成果を確認する。 

③ フィールド調査による現状把

握 

活動現場視察を通じて、プロジェクト活動の現状と達成

状況を把握する。 

④ プロジェクトの課題の整理、提

言、取りまとめ 

上位目標達成のための課題について関係者で議論し、課

題解決のため特に留意が必要な点を提言する。また、今

後の類似案件実施の際に有用な点を教訓として取りまと

める。 

⑤ 合同評価報告書ドラフトの作

成 

事前に収集した情報、及び上記②、④で確認された実績・

成果の取りまとめ、評価5項目による評価を実施する。さ

らに、③の貢献・阻害要因分析結果も教訓として取り入

れ、合同評価報告書ドラフト（英文）にまとめる。 
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⑥ ニジェール側との協議・ミニッ

ツ（M/M）交換 

日本・ニジェール両方のプロジェクト関係者で評価報告

書ドラフトの内容について協議し、最終的に双方で合意

した合同評価報告書を別添としたM/Mに署名を行う。 

 

＜帰国後＞ 

① 帰国報告会 帰国後1カ月以内をめどに報告会を開催する。 

② 終了時評価報告書（和文）の作

成 
終了時評価結果を和文報告書に取りまとめる。 

 

２－３ 評価グリッドの作成 

 終了時評価は「JICA事業評価ガイドライン」（2004年3月改定）に準拠して実施した。PDM、年

間活動計画（PAA）、その他関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェ

クト実績、実施プロセス、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に関

する評価グリッドを作成した。実績、実施プロセス、評価5項目の定義は以下のとおりである。詳

細については、付属資料3.「評価グリッド」参照のとおり。 

 

 （1）実 績 

 投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測に関する情報。 

 

 （2）実施プロセス 

 活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関するさまざまな情報。 

 

 （3）評価5項目 

妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益

者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と

日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当

かなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れているか（あるいは、されるか）を問う視点。 

効率性 
主にプロジェクトのコストと効果の関係性に着目し、資源が有効に活用され

ているか（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果

をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

自立発展性 
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるい

は持続の見込みがあるか）を問う視点。 
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 （4）主な調査項目 

調査項目 評価設問（主設問） 

上位目標、プロジェクト目標、アウトプットは明確か。 

各指標は各目標の達成を端的に示しているか。 計 画 

各指標の入手手段、客観性、再現性は確保されているか。 

投入は計画どおりに実施されたか。 

活動は計画どおりに達成されたか。 

成果は計画どおりに達成されたか。 

プロジェクト目標は達成されるか。 

実 績 

上位目標は達成される見込みか。 

活動は計画どおりに実施されたか。 

モニタリングシステムは機能しているか。 

意思決定システムは機能しているか。 

適切なカウンターパート（C/P）が割当てられたか。 

プロジェクトは、実施機関及びC/Pの中でよく理解され、受け入れられたか。

ターゲットグループはプロジェクトをよく理解し、受け入れたか。 

実施プロセス 

他ドナー・支援団体との連携は適切に行われたか。 

プロジェクトは対象地域・社会のニーズに合致していたか。 

プロジェクトはターゲットグループのニーズと合致していたか。 

ニジェールのマラリア戦略に整合していたか。 

日本の援助政策と合致していたか。 

効果的なマラリア対策確立に対して日本の優位性はあったか。 

プロジェクト目標はプロジェクト期間内に達成可能か。 

各アウトプットはプロジェクト目標の達成に寄与したか。 

妥当性 

アウトプットからプロジェクト目標に至るまで外部条件の影響はあったか。 

プロジェクト目標はプロジェクト期間内に達成可能か。 

各アウトプットは各プロジェクト目標達成に寄与したか。 有効性 

アウトプットからプロジェクト目標に至るまで外部条件の影響はあったか。 

アウトプットの達成状況は適切か。 

各活動はアウトプットの達成に十分か。タイミングよく実施されたか。 

投入はアウトプット達成のために十分か。タイミングよく実施されたか。 

投入の質は適切であったか。 

効率性 

投入・活動からアウトプット産出に至るまでの外部条件の影響はあったか。 

上位目標はプロジェクトの効果として発現が見込まれるか。 

上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。 

プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件が満たされる可能性は

高いか。 

インパクト 

正・負のインパクトが発生したか。 
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プロジェクトの終了後、政策・制度面からプロジェクトの自立発展性は見込め

るか。 

プロジェクトの終了後、組織・財政面からのプロジェクトの自立発展性は見込

めるか。 

プロジェクトの終了後、技術面からプロジェクトの自立発展性は見込めるか。

自立発展性 

プロジェクトの持続的効果を妨げる原因となるものが現段階で考えられるか。

 

２－４ 評価実施方法 

 評価グリッドに基づいて、以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。 

 

 （1）文献・既存資料調査 

・ ニジェール共和国「マラリア対策」 プロジェクト形成調査報告書（2005年1月） 

・ ニジェール共和国マラリア対策支援プロジェクト 事前評価報告書（2007年8月） 

・          同 ベースライン調査報告書 

・          同 事業進捗報告書（半期ごと） 

・          同 運営指導調査報告書 

・ その他プロジェクト作成資料（月報等） 

・ ドッソ州保健局・ボボイ県保健局活動報告書・モニタリング報告書 

・ ニジェール共和国コミュニティベースのマラリア対策ガイドライン・研修モジュール、村

COSAN設立マニュアル等 

 

 （2）直接観察 

 プロジェクト事務所、プロジェクト活動対象地域を視察し、活動進捗状況を確認した。 

 

 （3）質問票調査 

 保健省、ドッソ州保健局、ボボイ県保健局等を対象に質問票を作成し、本質問票への回答

を分析した。 

 

 （4）インタビュー調査 

 JICA長期派遣専門家、保健省関係部局、国家マラリア対策委員会、ドッソ州保健局、ボボ

イ県保健局、総合保健センター（CSI）、保健ポスト（CS）、CSI/CS保健運営委員会（COGES）、

学校運営委員会（COGES）、等を対象にインタビューを実施した。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

 （1）専門家派遣 

 4名の長期専門家、5名の短期専門家（計86.2MM）の派遣実績がある。なお、専門分野、派

遣期間に関する詳細は、付属資料4. 4－1に示すとおり。 

 

 （2）本邦研修 

 計3名のプロジェクトカウンターパートが本邦研修に参加した。なお、参加研修コース名、

研修期間、研修参加者等に関する詳細は、付属資料4. 4－2に示すとおり。 

 

 （3）国内研修 

 ニジェール国内における国内研修の実施実績は、付属資料4. 4－3に示すとおり。 

 

 （4）供与機材 

 本プロジェクト供与機材の実績は、付属資料4. 4－4に示すとおり。 

 

 （5）専門家携行機材・在外事業強化費による購入資機材 

 本プロジェクト専門家携行機材・在外事業強化費による購入資機材の実績は、付属資料4. 4

－5に示すとおり。 

 

 （6）在外事業強化費 

 本プロジェクト在外事業強化費の投入実績は、付属資料4. 4－6に示すとおり。 

 

 （7）ニジェール側カウンターパート 

 ニジェール側が配置したC/Pの実績は、付属資料4. 4－7に示すとおり。また、日本及びニジ

ェールの双方が配置した合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）メンバーは、付

属資料4. 4－8に示すとおり。 

 

３－２ 活動実績 

活動 達成内容 情報源 

成果1：パイロット地域における村COSANのマラリア対策活動計画及び実施に係る能力が強化さ

れる。 

1-1 

コミュニティベース

のマラリア対策に関

する研修モジュール

を作成する。 

コミュニティベースのマラリア対策に関する研修モジ

ュール最新版は2010年4月に策定され、6月にC/Pと実施

したWSにより更に改訂された。追加改訂作業と国レベ

ルの承認ののち最終版となる予定。 

コミュニティベー

スのマラリア対策

に関する研修モジ

ュール 
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1-2 

村 COSAN の能力強

化のためパイロット

65村を選出する。 

2008年7月～2009年8月：56村落をパイロット対象村落

として選定。 

その後CSI管轄区域の変更を踏まえ、パイロット対象は

42村COSANによる43村となった。 

プロジェクト活動

報告書 

1-3 

選出された村COSAN

の幹部メンバーの民

主的選挙を実施す

る。 

2008年7月～2009年8月：51村COSANにおいて事務局メ

ンバーの民主的選挙が実施された（注；2村落は共同で

1村COSANを設立）。 

 

プロジェクト活動

報告書 

1-4 

民主的選挙によって

選 出 さ れ た 村

COSAN 幹部メンバ

ーを育成する。 

民主的に選出された260名の村COSAN事務局メンバー

に対する研修を2008年7月から2009年8月に計9セッショ

ン行った。内容は「COSANの役割と責任、年間活動計

画（PAA）の策定、実施、内部モニタリング」。詳細は

下表のとおり。 

 

実施時期 開催場所 参加者数 

2008年7月25日 Yéni 34 

2008年7月31日 Zouzou Saney  31 

2008年8月4日 Fandou 48 

2008年11月19日 Birni N'Gaouré 26 

2009年6月22日～24日 Bélandé  33 

2009年6月26日～28日 Bassi Zarma 26 

2009年7月1日～3日 Tiguey 21 

2009年7月6日～8日 Fandou 23 

2009年8月26日～28日 Zouzou Béri  18  

プロジェクト活動

報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-5 

蚊帳の再浸潤、清掃

活動、薬剤浸潤蚊帳

の 購 入 な ど 、 村

COSANの活動計画に

記載されている活動

を支援する。 

長期残効型殺虫剤浸漬蚊帳（LLITN）7,017帳が安価有

償配布のため村COSANへ提供された。 

421万200FCFAが安価有償配布により回収され、村

COSAN活動のための活動資金の一部となっている。 

 

プロジェクト活動

報告書 

1-6 

村 COSAN のスーパ

ービジョン、評価を

実施する。 

村COSANに対する4回の巡回モニタリングが実施され

た。 

 

実施時期 
対象村 

COSAN数 

2008年9月9日～2008年10月17日 25 

2009年5月13日～2009年5月26日 53 

2009年11月9日～2009年12月6日 24 

2010年2月23日～2010年3月9日 21  

プロジェクト活動

報告書 
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1-7 

村 COSAN 設置に関

するモデルガイドを

作成する。 

村COSAN設置に関するモデルガイドは2010年4月に策

定され、6月にC/Pと実施したワークショップ（WS）に

より更に改訂された。追加改訂作業と国レベルの承認

ののち最終版となる予定。 

村 COSAN設立マ

ニュアル 

1-8 

コミュニケーション

ツールを活用した地

域住民のイニシアテ

ィブを推進する（ラ

ジオ啓発、啓発寸

劇、啓発ソング等） 

 

① マラリア対策に関するラジオ番組が延べ426回放送

された。 

 

実施時期 
放送

時間

1日の放

送回数

（回） 

言語 ラジオ局 

15分 2 Djerma Marhaba 2009年12月1日

～31日 15分 1 Peul Marhaba 

30分 2 Djerma Marhaba 2010年 1月 1日

～31日 15分 1 Peul Marhaba 

30分 1 Djerma Tenere 2010年 2月 1日

～28日 15分 1 Peul Tenere 

2010年 3月 1日

～31日 
45分 2 Djerma Tenere 

30分 1 Djerma Tenere 2010年 4月 1日

～30日 15分 1 Peul Tenere 

2010年 5月 1日

～31日 
45分 2 Djerma Tenere 

 

② 村COSANによるマラリア対策に関する歌及び寸劇

コンクールを以下の要領で開催 

・ 2010年3月9日～13日：5つのパイロットCSI管下

で計11村COSANが予選に出場した。 

・ 2010年3月17日：各5パイロットCSIからの歌・

寸劇グループの参加による決勝  

・ 2010年3月18日：結果発表及び授賞式 

プロジェクト活動

報告書 

 

 

 

 

 

成果2：11のパイロットCOSAN/CSI及びCS、10の学校COGESのマラリア対策活動計画及び実施

に係る能力が強化される。  

2-1 

パイロット 4CSI 、

6CS、10学校COGES

を選出する。 

① 2008年2月：4CSI COSAN、6CS COSAN、10学校

COGESがパイロット対象として選定 

② 2008年11月：パイロット対象CSI管轄地域内にある

1つのCSがCSIへ昇格となりCSI管轄エリアに変更

があったことから、新たに昇格したCSIをパイロッ

ト対象として追加。 

プロジェクト活動

報告書 

2-2 

CSI/CS COSANと学

校COGESの現状に関

するベースライン調

査を実施する。 

2008年3月：2月よりCSI/CS COSANと学校COGESの現

状に関するベースライン調査が実施された。 

プロジェクト活動

報告書 
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2-3 

CSI/CS COGESメン

バーの民主的選挙に

よる改選及びコミュ

ー ン 保 健 委 員 会

（CCS）の設立を支

援する 

① 2008年7月29日：Bangouroual CSの事務局メンバー

が民主的に選出された。 

② 2009年1月31日：Fandou CSIの事務局メンバーが民

主的に選出された。 

プロジェクト活動

報告書 

2-4 

CSI/CS COSAN 、

CCS事務局メンバー

に対する研修を実施

する。 

2008年8月27日：CS事務局メンバー20名が「啓発、

COSAN設立、活動計画策定」に関する研修を受講し

た。 

プロジェクト活動

報告書 

2-5 

CSI/CS COSAN 、

CCSの活動計画に記

載されたマラリア対

策活動を支援する。 

長期残効型殺虫剤浸漬蚊帳1,354帳が安価有償配布のた

めCS COSANへ提供された。 

81万2,400FCFAが安価有償配布により回収され、CS 

COSAN活動のための活動資金の一部となっている。 

プロジェクト活動

報告書 

2-6 

Assurer le suivi et 

l’évaluation des 

COSAN CSI, CS et 

CCS. 

CSI/CS COSAN 、

CCSのモニタリング

と評価を実施する。 

6つのCS COSANに対するモニタリングが3回実施され

た。 

2009年10月13日、14日 

2010年2月10日、11日 

2010年5月13日、14日 

プロジェクト活動

報告書 

2-7 

パイロットCSI及び

CS COSAN 、 学 校

COGESの意見交換と

経験共有を目的とし

た会議を支援する。 

① 2008年10月2日：マラリア対策活動計画に関する村

COSANフォーラムを開催。 

② 2009年12月16日：住民参加型マラリア対策活動に

関する村COSANフォーラムを開催（Yeni村にて開

催、2つのCSI管下の計11村COSANより26名が参

加） 

2009年12月24日：住民参加型マラリア対策活動に

関 す る 村 COSAN フ ォ ー ラ ム を 開 催 （ Birni 

N’Gaouréにて、3つのCSI管下の計28村COSANより

58名が参加） 

プロジェクト活動

報告書 

10学校COGESに対し、延べ20回の啓発活動が実施され

た。詳細は以下のとおり。 

2008年11月25日～27日：10回 

2009年11月9日～11日：10回 

プロジェクト活動

報告書 

2-8 

10 の学校 COGES に

対し、マラリア予防

活動に関する啓発を

実施する。 2008年8月13日：学校教員を含む学校COGESメンバー

20名が「学校保健委員会（CSS）」に関する研修に参加

した。 

プロジェクト活動

報告書 
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2-9 

パ イ ロ ッ ト 学 校

COGESにマラリア予

防に関する啓発教材

を配布する。 

5種類の啓発教材が学校COGESへ配布された。配布教

材は下表のとおり。 

 

教 材 制作者 

マラリア対策紙芝居 JICA/JOCV 

保健教育ガイド JICA/JOCV 

保健全般紙芝居 JICA/JOCV 

マラリア対策紙芝居 UNICEF 

マラリアガイド UNICEF  

プロジェクト活動

報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

2009年11月25日、26日：学校教員を含む30名の学校

COGESメンバーが「教育教材の活用法」に関する研修

を受講した。 

プロジェクト活動

報告書 

2-10 

パ イ ロ ッ ト 学 校

COGESメンバーと教

員に対し、啓発教材

の使用に関する研修

を実施する。 

長期残効型殺虫剤浸漬蚊帳1,495帳が安価有償配布のた

め学校COGESへ提供された。 

89万7,000FCFAが安価有償配布により回収され、学校

COGES活動のための活動資金の一部となっている。 

プロジェクト活動

報告書 

2-11 

10 の学校 COGES の

マラリア対策活動に

関するモニタリング

と評価を実施する。 

2009年11月9日～11日：10の学校COGESに対するマラ

リア対策活動のモニタリングがプロジェクトにより実

施された。 

2010年4月24日：4つの学校COGESに対するマラリア対

策活動のモニタリングがFalmey視学官事務所により実

施された。 

プロジェクト活動

報告書 

Falmey視学官事務

所モニタリング報

告書 

成果3：保健医療従事者（看護師、助産師、ASC）によるマラリア治療（看護）ケアの質が向上

する。 

3-1 

マラリア予防と治療

に関する医療従事者

の継続研修のニーズ

を調査する。 

170名の保健医療従事者に対する研修要望が確認され

た。 

プロジェクト活動

報告書 

3-2 

マラリア予防と治療

に関する医療従事者

の継続研修を実施す

る。 

① マラリア予防・治療に関する研修が152名の保健医

療従事者に対して実施された。 

 

実施時期 対象者 
受講 

者数 

2008年1月4日～5日 
地 域 保 健 員

（ASC） 
54 

2008年10月16日～19日 看護師、助産師 17 

2008年10月30日～11月2日 看護師、助産師 20 

2008年12月13日～17日 看護師、助産師 21 

2009年9月22日～26日 看護師、助産師 20 

2009年10月6日～10日 看護師、助産師 20 

 

② 蚊帳再浸潤作業員16名が「蚊帳再浸潤」に関する

研修を受講した。 

県保健局研修実施

報告書 
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実施時期 研修受講者 研修実施場所 

2008年5月23日 11 Birni N'Gaouré 

2008年5月25日 5 Kiota  

 

 

 

 

3-3 

研修を受けた医療従

事者へのモニタリン

グを実施する。 

ドッソ州保健局との協力の下ボボイ県保健局が2010年3

月8日から4月20日の間に20カ所にて医療従事者のモニ

タリングを実施した。 

 

 パイロット対象地域 パイロット対象地域外 

CSI 

Yéni, Bellandé, 

Fandou, Karra, 

Zouzou Béri 

Kiota, Koygolo, 

Kankandi, Kouringuel, 

Goubézéno 

CS 

Karma, Habiri, 

Bangourouel, 

Doubidana, Pounga 

Ballaré, Yéda, 

Nyangardé, 

Komaguindé, Gobébéri  

県保健局モニタリ

ング報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果4：コミュニティベースのマラリア対策に係るボボイ県保健局の活動計画、実施能力が強化

される。 

4-1 

パイロットCSI、CS

及びパイロット村へ

のスーパービジョン

と評価を実施するDS

を支援する。 

2009年11月24日～2010年2月24日：県保健局によるカン

カンディ保健区内の21の村COSANに対するマラリア対

策活動への支援を実施した。 

県保健局活動報告

書 

4-2 

マラリア対策に関す

るDSの年間活動計画

の実施状況を評価す

る。 

2009年実施実績なし  

成果5：コミュニティベースのマラリア対策モデルに対するプロジェクト関係者（保健省、マラ

リア対策にかかわるパートナー等）の理解が促進される。 

5-1 

ワークショップや活動

現場訪問を開催する。 

2009年3月4日：JCC出席者がYeni CSI COSANの選挙を

視察した。 

プロジェクト活動

報告書 

5-2 

プロジェクトの成果

や経験に基づいたコ

ミュニティレベルの

マラリア対策ガイド

を作成・ニジェール

側の承認を得る。 

コミュニティベースのマラリア対策ガイドが2010年3月

に作成され、2010年6月にC/PとのWSを経て改訂され

た。追加改訂作業と国レベルの承認ののち最終版とな

る予定。 

コミュニティベー

スのマラリア対策

ガイド（ドラフ

ト） 

5-3 

プロジェクト活動広報

グッズを作成する。 

2009年4月：世界マラリアデー向けTシャツ1,000枚 

2010年4月：世界マラリアデー向けTシャツ800枚、プリ

ント布地600セット、キャップ型帽子300枚 

プロジェクト活動

報告書 

 



 

－16－ 

３－３ アウトプットの達成度 

指標 達成内容 指標入手手段

成果1：パイロット地域における村COSANのマラリア対策活動計画及び実施に係る能力が強化さ

れる。 

1-1. 

研 修 を 受 講 し た 村

COSANメンバーの人

数が増加する。 

当初 0名 

実績 260名 

プロジェクト

活動報告書 

1-2 

村COSANにより策定

されたマラリア対策

活動計画数が増加す

る。 

村COSANにより策定された活動計画数 

     2008年 0 

     2009年 128 

     2010年 169 

プロジェクト

活動報告書 

1-3 

村COSANにより実施

されたマラリア対策

活動数が増加する。 

村COSANにより実施された活動数 

 2008年 0 

     2009年 125 

     2010年 - 

プロジェクト

活動報告書 

1-4 

村COSAN設立及びメ

ンバー研修のための

ツ ー ル が 策 定 さ れ

る。 

① 2010年10月にコミュニティベースのマラリア対策研

修モジュールの完成が予定されている。 

② 村COSAN設立マニュアルが策定された。 

コミュニティ

ベースのマラ

リア対策研修

モジュール 

成果2：11のパイロットCSI/CS COSANと10の学校COGESのマラリア対策活動計画及び実施に係

る能力が強化される。 

2-1 

研修を受講したCSI・

CS COSAN及び学校

COGESメンバーの人

数が増える。 

① CS事務局メンバー：当初 0名 実績 20名 

② 学校COGESメンバー（教員を含む）：当初 0名 実

績 20名 

プロジェクト

活動報告書 

2-2 

村COSANの活動モニ

タリングを行うCSI 

COSAN の 数 が 増 え

る。 

当初  0 

実績  5 

プロジェクト

活動報告書 

2-3 

CSI COSANによる村

COSANモニタリング

回数が増加する。 

5つのCSI COSANにより2回のモニタリングが実施され

た。 

 

実施時期 対象村COSAN数 

2009年11月3日～6日 24 

2010年2月23日～3月9日 21  

プロジェクト

活動報告書 
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成果3：保健医療従事者（看護師、助産師、ASC）によるマラリア治療（看護）ケアの質が向上

する。 

3-1 

研修を受講した保健

医療従事者が増加す

る。 

① 当初 0名  実績 152名 

② ボボイ県以外の保健局ではマラリア看護研修を受講

した保健医療従事者が存在しない 

プロジェクト

活動報告書 

3-2 

研修後の知識・技術

に関するテスト結果

が研修受講前テスト

結果を上回る。 

2009年に実施した研修で、研修受講前テスト平均点が20

点満点中7.1点だったのに対し、受講後テスト平均点は

14.4点だった。 

州保健局報告

書 

成果4：コミュニティベースのマラリア対策に係るボボイ県保健局の活動計画、実施能力が強化

される。 

4-1 

県保健局による村で

の啓発活動数が増加

する。 

当初 0村 

実績 21 村（Kankandi CSI地区内） 

県保健局活動

報告書 

4-2 

村COSANの民主的選

挙数が増加する。 

当初 0村 

実績 6 村（Kankandi CSI地区内） 

 

 

県保健局活動

報告書 

4-3 

県 保 健 局 に よ る

CSI/CSメンバーと村

COSANメンバーに対

するマラリア対策に

関する研修の実施数

が増加する。 

当初  0  

実績 計3セッション（20村より計40名の村COSANメン

バー、１CSIから4名のCSI事務局メンバー、3CSか

ら計3名のASC、9校教員9名、合計56名） 

県保健局活動

報告書 

成果5：コミュニティベースのマラリア対策モデルに対するプロジェクト関係者（保健省、マラ

リア対策にかかわるパートナー等）の理解が促進される 

5-1 

コミュニティレベル

のマラリア対策モデ

ルの普及回数が増加

する。 

2009年3月4日現場視察（C/P） 

 

保健本省（MSP） 6 

国家マラリア対策プログラム（PNLP） 3 

コミュニティ開発省 1 

基礎教育省 1 

そのほか 5  

プロジェクト

活動報告書 
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３－４ プロジェクト目標の達成度 

指標 達成内容 指標入手手段

プロジェクト目標：ボボイ県保健区におけるマラリア対策を強化するために効果的なコミュニテ

ィベースのマラリア対策モデルが確立される。 

1. 

モデル対象地域内の

パ イ ロ ッ ト と な る

CSI、CS、村COSAN

の 選 定 数 が 増 加 す

る。 

当初 0 

実績 

① 5CSI 

② 13CS 

③ 42村COSAN 

プロジェクト

活動報告書 

2. 

マラリア対策活動に

参加する世帯数が増

加する。 

当初 0%  

実績 91.2% 

インパクト調

査 

3. 

コミュニティベース

のマラリア対策の実

践的・効率的なガイ

ドが策定される。 

当初 0件（資料なし） 

実績：1件（ドラフト）、4章構成（マラリア、住民参加、

マラリア対策支援プロジェクト紹介、マラリア対

策）、30ページ、添付資料としてマラリア対策研修

モジュール（67ページ）、村COSAN設立マニュア

ル（19ページ） 

コミュニティ

レベルのマラ

リア対策ガイ

ド （ ド ラ フ

ト） 

4. 

ボボイ保健区内のパ

イロット地域の世帯

における長期残効型

殺虫剤浸漬蚊帳の数

が、非パイロット地

域の世帯における同

数を上回る。 

各世帯の長期残効型蚊帳平均保有数 

パイロット地域＝1.75 

非パイロット地域＝0.97 

 

インパクト調

査 

5. 

パイロット地域内住

民の疑似マラリア症

状に対する受診行動

が、ボボイ保健区内

の非パイロット地域

におけるそれよりも

改善される。 

① 5歳未満児の発熱当日の保健医療施設受診の割合 

パイロット地域=94.1% 

非パイロット地域=88.6%（傾向） 

② マラリア診断数の推移 

 

地域  2007年 2008年 2009年 

診断数 5,185 8,884 10,505 
パ イ ロ ッ

ト地域 
増加率（2007

年を100） 
100 171 203 

診断数 28,045 40,035 43,781 
非 パ イ ロ

ット地域 増加率（2007

年を100） 
100 143 156 

 

① インパク

ト調査 

② 県保健局

報告書 
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３－５ 上位目標の達成見込み 

指標 達成内容 情報源 

上位目標：ボボイ県保健区のマラリアの罹患率、死亡率が減少する。 

1. 

ボボイ保健区内の

マラリア症例数が

減少する。 

 

西暦年 2007年 2008年 2009年 

診断数 33,230 48,879 54,286 

死亡数 45 45 31 

死亡率 0.13% 0.09% 0.06%  

県保健局報告

書 

 

 

 

 
 



－20－ 

第４章 終了時評価結果 
 

４－１ 評価5項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 

「コミュニティベースのマラリア対策モデル」の確立を目的とする本プロジェクトはニジェ

ール政府の政策及びターゲット・グル―プのニーズと合致しており、日本の援助政策並びに技

術的優位性とも整合している。ニジェールC/P側の強い意向により、2009年以降、PDMの代わり

に年度ごとに作成される年間活動計画（PAA）を用いてプロジェクト活動計画の修正を行うよう

になったことから、活動内容に対応した指標、外部条件の設定がされていなかったものの、プ

ロジェクトデザインに係る計画作成・見直しの過程はおおむね適切であった。以上のことから、

本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

（1）受入国政府及びターゲット・グル―プのニーズとの整合性 

ニジェールは世界でも妊産婦死亡率と5歳未満児死亡率が最も高い国のひとつである。同

国のマラリアの症例の多くは致死率の最も高い熱帯熱マラリアであり、死亡原因の第1位を

占めることから、ニジェールにとってマラリア対策は急務となっている。このような状況

に対処するため、PNLPは2001年から国家マラリア戦略計画を実施している。また、コミュ

ニティによるマラリア対策の基盤となる住民参加に関する省令は1999年に設定されている

ほか、第4次国家保健開発計画（2005～2010年）においても、住民参加の促進が盛り込まれ

ており、ニジェール政策に合致する。 

保健医療施設へのアクセスが限られたプロジェクト対象地において予防が最善のマラリ

ア対策であることから、プロジェクト目標「コミュニティベースのマラリア対策モデルの

構築」はターゲット・グループのニーズと合致している。 

広範囲に湿地帯を有するボボイ県でもマラリアが第一の死因である。同県のマラリア罹

患率（2000～2005年）は86.6％と高く、全国平均（60.5％）とドッソ州平均（74.2％）のど

ちらも上回る。なお、ドッソ州はアガデス州、ニアメ特別市に次いでマラリア罹患率の高

いエリアであり、同州内でもボボイ県の状況は深刻である。したがって、ボボイ県におい

てマラリア対策は最も優先順位の高い課題である。 

 

（2）日本の援助政策及び技術的優位性との整合性 

5歳未満児の死亡の最大の原因であるマラリアの対策の推進は、日本の政府開発援助大綱

の「人間の安全保障」の考え方に沿うものである。また、本プロジェクトは対ニジェール

援助戦略のひとつ「母と子の健康改善」プログラムに位置づけられている。 

ニジェールではJICAによる住民参加を通じての学校改善を目的とした「みんなの学校プ

ロジェクト」が2004年から2010年7月まで実施され成功を収めている。学校COGESを基盤と

した学校運営の改善をめざす同プロジェクトで培われた経験・知見は、本プロジェクトの

コミュニティーベースマラリア対策モデル形成に応用された。加えて、地域に根ざす保健

所や住民組織を通じた地域保健活動により、公衆衛生の改善を図った日本の過去の経験と

教訓が本案件に生かされた。 
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（3）プロジェクト・デザインの適切さ 

プロジェクト計画は参加型ワークショップにより関係者の意見を反映し、C/Pとの協議を

経て適切に立案、見直されてきたが、全体計画と変更過程の記録・管理面では若干の課題

が認められる。2009年以降、先方C/P側の強い要望により、PDMの代わりに年度ごとに作成

されるPAAでプロジェクト計画の修正を行うようになった。PAAには各年の成果と活動が記

載されているが、指標、外部条件は含まれていない。このため、終了時評価調査実施にあ

たり、評価のベースとして当初のPDMとPAAからPDM-eを作成し、それに合わせて指標を

設定し、本評価を実施した。 

2007年11月のプロジェクト開始後、C/Pとの協議を通じ、以下の過程を経てプロジェク

ト・デザインが見直され、修正された。 

・ PDM/POの改定（2008年3月） 

・ PDMに代わりPAAによる成果と活動の修正（2009年、2010年） 

    

また、このプロセスを通じ以下の活動の変更が決定された。 

・ 村落保健員（Agent de Santé Villageois：ASV）養成に代わり、村COSANの設立に変更 

・ コミューンCOSANの設立の追加（ただし、2010年のコミューン議会の解散に伴い、

プロジェクト期間中に実施の見込みはない） 

 

４－１－２ 有効性 

「3-4プロジェクト目標の達成度」で述べたように、プロジェクト目標は達成されたと判断さ

れる。また、5つの成果のプロジェクト目標達成への有機的な貢献が認められ、プロジェクト目

標達成に向けての外部条件はおおむね満たされている。以上からプロジェクトの有効性は高い

と評価される。 

 

（1）成果とプロジェクト目標の整合性 

下記のプロセスにより、5つの成果はプロジェクト目標「コミュニティベースのマラリア

対策モデルの確立」に貢献した。 

    

1）成果1：村COSANの能力強化 

2009年の半ばまでに、5つのパイロットCSIの管轄区内の42の村COSAN設立に係る全過

程を完了した。プロジェクトは研修モジュールを開発し、合計260名の村COSANメンバー

に対し、村COSANの役割と機能に関する研修を実施した。村COSANは2008年から自らが

企画したアクションプランに基づくマラリア対策活動を展開している。聞き取りを行っ

たCOSANメンバーは、住民投票で選ばれたことにより、住民の代表として地域の健康改

善に取り組む自信と村人からの敬意を得ることができたと述べており、意識・意欲の向

上に貢献した。 

 

2）成果2：CSI/CS COSANと学校COGESの能力強化 

5カ所のCSI、6カ所のCS、10カ所の学校において、COSAN・学校COGESメンバーの民

主的な選出、研修、アクションプラン作成、意識啓発、教育教材の供与を実施した。こ
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の過程を経て、COSAN・学校COGESはマラリア対策活動の計画・実施に係る能力向上が

確認された。 

 

3）成果3：マラリア治療（看護）の質の向上 

プロジェクトは延べ152名の保健医療従事者（看護師、助産師、ASC）に対しマラリア

予防・治療（看護）研修を行った。ボボイ県保健局は研修を受けた40名の保健医療従事

者の知識・技術が向上したと判断している。ただし、同保健局が2010年3月から4月にか

けて行った現場指導では、保健医療従事者の技術面、並びに保健施設での血液検査キッ

トの不足等（いずれもプロジェクト外の要因）が指摘されており、マラリア治療（看護）

には一層の強化の必要性も認められた。 

 

4）成果4：ボボイ県保健局の能力強化 

ボボイ県保健局は、自主的に非パイロット地区2カ所のCSI（カンカンディ：2009年11

月- 2010年2月～、ボシア：2010年5月～）管轄区においても村COSANを設立した。ボボ

イ県保健局の計画立案能力（タイム・マネジメント、要員計画等）やモニタリング活動

については、一層の強化が望まれるが、一連のこの取り組みを通じて、モデル適用に必

要なノウハウを獲得したと判断された。 

 

5）成果5：モデルの理解の促進 

プロジェクトとJICAニジェール事務所との協力により、ニジェール関係者との対話や

ワークショップ等を開催し、「コミュニティベースのマラリア対策モデル」に対する理解

促進努力を行った。本モデルは、村落レベルにCOSANを設置する政策を示したニジェー

ル保健省令（1999年制定）に基づくが、本プロジェクト活動を通じて得られた教訓・検

証結果を踏まえ、同省令改正案の検討が進められるなど、ニジェール関係者の同モデル

に関する認知度、理解度は進展しつつある。 

 

（2）プロジェクト目標実現のための外部条件 

「LLITN、マラリア予防・治療薬が計画どおり調達される」はマラリア予防と治療に大き

な影響を及ぼすため、外部条件として妥当である。COSANの主要な収入源であるLLITNに

ついては、当面十分な量の確保が見込まれているが、マラリア予防・治療薬や血液検査キ

ットの供給が不安定・不十分な保健施設も一部散見されたところ、これら医薬品・検査キ

ットの安定供給が必要とされる。 

2005年の食糧危機は人々の健康に影響を与えたことから、「2005年に起きたような自然災

害が起こらない」は外部条件として妥当と考えられる。 

 

４－１－３ 効率性 

「3-3アウトプットの達成度」に記述したように、5つの成果は達成され、実施された各活動群

に対応する成果発現が認められた。一部、モニタリング制度、マラリア看護（治療）、県保健局

能力強化についてはプロジェクト終了までに一層の人材能力強化が必要と判断されるものの、

前述のとおり、各活動群に対応する成果発現が認められた。C/Pの頻繁な人事異動など、配置に
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関する問題がプロジェクトの効率性に影響を及ぼした点は否めないが、投入はおおむね適切に

行われ、成果実現のための外部条件は満たされている。以上から、プロジェクトの効率性は高

いとみなされる。 

 

（1）活動と成果の整合性 

「4-1-2有効性、（1）成果とプロジェクト目標の整合性」に記したように、実施された活

動群によりおのおの5つの成果の発現が実現した。 

一方、専門家によると村COSAN関連などコミュニティ・レベルの活動はそれぞれの成果

を達成するのに十分だったが、モニタリング制度、マラリア治療、保健局の計画能力に関

しては更なる支援が必要である。 

 

（2）投入の適切さ 

1）日本人専門家の派遣 

プロジェクト期間中（2007年11月～2010年11月）、6つの専門分野をカバーする長期4名、

短期5名の専門家、合計86.2M/M派遣された。2名の長期専門家の指導の下、現地雇用の技

術顧問1名とコンサルタント5名が活動実施と調整業務に中心的役割を果たした。 

専門家のほとんどは専門性、期間・時期に関して計画どおり派遣された。 

C/Pが調査・分析技術や統計について学べるよう、統計の基礎や調査手法を指導する機

会をもてればなお良かった。 

 

2）C/Pの配置 

恒常的な人員不足のため、保健局は必要とされる人数と専門性をもった人材を配置す

ることができていない。加えて人事異動が極めて頻繁なため、プロジェクト開始後すべ

ての保健局のC/Pは入れ替わった。 

 

3）機材供与 

供与機材の質量はともに適切であった。本プロジェクトでLLITN供与が決定されたのは

プロジェクト開始1年後であった。 

 

4）C/Pの本邦研修 

3名の本邦研修生はすべてDRSPスタッフで、保健局は頻繁な人事異動のため1名も送る

ことができなかった。 

 

5）プロジェクト費用 

日本側の費用負担は計画された活動を実施するのに十分であり、予算の執行はおおむ

ね計画どおり行われている。 

 

6）ニジェール側の費用負担 

MSPの費用負担は限られており、執務スペースの提供は行われなかった。 
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7）対費用効果 

比較対象となるコミュニティベースのマラリア対策に焦点を当てた類似のプロジェク

トは存在しないため対費用効果を測るのは困難である。コミュニティによるマラリア対

策は長期的な効果が期待され、その観点からはプロジェクト費用は適切と判断される。 

 

４－１－４ 成果実現のための外部条件 

「COSANの役割と法的位置づけが変わらない」「保健省の診療費回収政策が維持される」は、

いずれもニジェール政府が施行中の政策であり、COSANの機能に直接関連するため、外部条件

として妥当である。C/Pによると、両政策とも2011年の国政選挙後も維持される見込みとのこと

ではあったが、引き続き注目することが必要である。 

 

４－１－５ インパクト 

「3-5上位目標の達成」で述べたとおり、上位目標がプロジェクト終了後に達成される可能性

は十分ある。加えて、プロジェクト目標と上位目標の間には因果関係が存在し、プロジェクト

による有意義な正の波及効果の発現が確認されていることから、インパクトは極めて高いと評

価された。 

 

（1）プロジェクト目標と上位目標の整合性 

地域住民のマラリア予防と適切な受療行動を促進する「コミュニティベースのマラリア

対策モデル」とマラリア感染・死亡の減少の間には、明白な原因・結果の関係が認められ

る。 

 

（2）上位目標実現のための外部条件 

第1の外部条件「プロジェクトが開発したモデルが維持される」は、C/Pがモデルに対し

て確固たる理解をもつようになり、他地域への展開も視野に入れだしたことから、満たさ

れる可能性が高いと推測される。2011年早々に行われる国政選挙のあとも現行の住民参加

政策は継続される可能性が高い。 

第2の外部条件「DS、CSI、CSのスタッフがプロジェクト地区で働き続ける」は、非パイ

ロット地区にモデルを適用するにあたり鍵を握る要素であるが、保健省の人事上の問題が

あり、懸念は残る。 

 

（3）他の波及効果の発現 

1）正のインパクト 

＜想定された正のインパクト＞ 

・ 人々のマラリア予防・治療行動が大きく変わった。蚊帳が普及し、より多くの人

がマラリアの症状の発生直後に保健医療施設を受診するようになり、重篤なマラ

リア患者は低減した。 

・ LLITNの売上収入に加え、COSANは地域保健の改善のために住民から寄付を募っ

ている。集まった資金は、保健施設が必要とする資機材（建物を囲むフェンス、

ランプなど）の調達に充てられるほか、村から保健施設へ患者を移送するための
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ロバ車の購入などコミュニティの健康促進のために使われている。 

＜想定外の正のインパクト＞ 

・ ボボイ県保健局は、自主的に2カ所の非パイロットCSI管轄区（カンカンディ：2009

年11月～2010年2月、ボシア：2010年5月以降）において村COSNA設立を手掛けた。 

・ プロジェクトの経験（CSのない村におけるCOSANの設立、COSANのメンバー構

成など）を盛り込んだ、住民参加を規定する省令の改正のためのワークショップ

の開催が予定されている。この改定が成立すれば、プロジェクトがニジェールの

住民参加政策に貢献することになり、大きな波及効果となる。 

・ 草の根無償との連携により8,000帳のLLITNが供与された。さらに今後の追加供与

も計画されており、プロジェクト効果の持続性に貢献できる。 

・ パイロットCSI管轄区で村に識字者が少ないというデメリットを補うため、プロジ

ェクトでは地域の学校教師の協力を得るよう働きかけた。これに対して、教師た

ちがマラリア対策活動に参加してくれるようになった。 

 

４－１－６ 自立発展性 

ニジェール政府が「コミュニティベースのマラリア対策モデル」の有効性・実用性・適用性

を確認し、今後も継続的に人材の育成・配置が適切になされれば、モデルの実施・展開に関す

る知識・ノウハウの定着が見込まれる。しかしながら、以下に示すとおり、現時点では実施主

体の人員不足、モデル運用のための財源確保が今後の自立発展性の懸念材料となっている。そ

のため、自立発展性は「中程度」の水準にとどまると判断される。 

 

（1）組織的自立発展性 

コミュニティベースのマラリア対策モデルの運営主体となる保健局は、人員不足、業務

量過多等の恒常的問題を抱えている。そのため、プロジェクトの終了後、保健省、DRSP及

び他ドナーの支援なしには、保健局が自主性をもってモデルを実施・展開することは困難

が予測される。 

一方、本プロジェクトが「コミュニティベースのマラリア対策モデル」を推進したこと

により、COSAN・学校COGESメンバー及び地域住民の地域保健に対する改善意欲の向上が

図られたとともに、公的保健医療機関とコミュニティとの連携・協力体制が構築されたこ

とから、コミュニティ・レベルでは引き続き自主的活動の展開が期待される。 

 

（2）財政的自立発展性 

本プロジェクト活動を通じ、LLITNの売上確保、コミュニティからの資金集めに成功して

いるCOSANが多く存在するほか、COSANの主要な収入源であるLLITNについては、別途一

般無償資金協力事業等による供与が計画されている。そのため、プロジェクト終了後も、

COSANによるコミュニティベースのマラリア対策活動はある程度継続が可能と考えられる

が、一方で、CSI/COSANによる村COSANのモニタリングや村COSANの村訪問の際の交通手

段が担保されていないなどの課題が残されている。 

保健省がドナーの資金に全面的に依存している状況下、プロジェクト終了後、ニジェー

ル側が本プロジェクトモデル運用のために必要な活動資金を担保できるか懸念が残る。な
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お、ニジェールが暫定政権にある現状では、2011年の国政選挙後の他ドナーからの外部資

金確保の見込みを予測することは困難な状況である。 

 

（3）技術的自立発展性 

1）知識・技術の定着 

全般的に、モデルの推進の中核人材（ボボイ県保健局、保健医療従事者、COSAN/COGES

メンバー）の能力の向上が確認された。マラリア治療（看護）、活動計画作成・実施・モ

ニタリング、住民参加など一層の強化が必要とされる分野については、プロジェクト終

了までに必要な研修を実施するなど、引き続き知識・技術レベル向上努力が求められる。 

    

a）保健局（DS） 

ボボイ県保健局が自発的に実施した非パイロットCSI管轄区における村COSAN設立

プロセスを通じ、C/Pはモデル運営のための住民啓発・研修実施能力を身につけるなど

能力を強化させた。ただし、計画立案及びモニタリングについては一層の強化が必要

とされる。 

人事異動が極めて頻繁に行われる現状下、プロジェクト活動実施の過程で培われた

知識や技術を組織的に定着させることが重要不可欠であり、将来実施担当者向けにコ

ミュニティベースのマラリア対策モデル運営に関するノウハウを網羅したガイドの整

備が求められる。 

 

b）保健医療従事者（CSI/CSスタッフ） 

全般的に、マラリア治療（看護）研修に参加した保健医療従事者の能力の向上が確

認された。研修に参加していない保健医療従事者（参加者40名に対して18名）に対し

ては、早急に研修の機会を設ける必要がある。 

 

c）CSI/CS/村COSAN・学校COGESメンバー 

COSAN・COGESメンバーは、一部（計画策定の遅れ、総会での議論の記録の不備等）

課題は残るものの、コミュニティベースのマラリア対策活動の実施手法の習得・実践

を通じ、地域の保健改善に対する貢献意欲が高まった。 

 

2）効果的かつ実用的なコミュニティベースのマラリア対策モデルの確立 

「コミュニティベースのマラリア対策モデル」はCOSANという公的保健への住民参加

制度に基づいて構築されており、ゆえにその基盤の安定性、活力、持続性をマラリア対

策に生かすことができる。ヘルスワーカー、CSI/CS/村COSAN・学校 COGESメンバーか

らの聞き取りでは、彼らが地域保健改善に積極的かつ自主的に取り組んでいることが明

らかになった。地域の保健施設、CSI、CSはそのマネジメントにかかわる住民組織COSAN

を介して地域社会とつながっている。このコミュニティの取り組みが継続的に機能しつ

づけるためには、プロジェクト、そして保健省、DRSP、保健局といった外部からの認知

と技術・物質・財政的な支援が不可欠である。 

モデルの構想は、シンプルで理解しやすく、また実用的である。また、地域保健の担
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い手である保健局が実施するのに適している。プロジェクトによるモデルの試行過程を

通じて、コミュニティ組織による活動の有効性が示され、また「コミュニティベースの

マラリア対策ガイド」は2010年10月に完成の予定である。ガイドはモデル運用のノウハ

ウの定着と普及のためのツールとして役立つと期待される。 

 

４－２ 貢献要因と阻害要因 

４－２－１ 効果発現に貢献した要因 

・ マラリア対策は世界マラリア・デーやラジオ番組等を通じて頻繁にマラリアに関する広

報が行われるようになった。ニジェール全域において、世界エイズ・結核・マラリア対

策グローバル基金（GFATM）、UNICEFなどの他ドナーによる蚊帳配布も同時並行で実施

され、マラリア予防への関心は一層高まりつつある。 

・ 草の根無償資金協力事業により供与を受けたLLITNの売却益から、COSANの財政基盤が

形成された。 

 

４－２－２ 問題点と問題を引き起こした要因 

（1）カウンターパート 

1）人員不足 

・ 恒常的な人員不足を抱えている保健局が複数のドナーのプログラムに同時並行で対

処できないときがあり、プロジェクト活動の円滑な実施に影響を及ぼした。 

 

2）人事異動 

・ ボボイ県保健局のC/Pの頻繁な人事異動やパイロット地区のCSI・CSチーフの異動が、

プロジェクト活動の円滑な実施・推進、ノウハウの蓄積において影響を及ぼした。 

 

3）JICAの技術協力に対する理解不足 

・ C/P側は、長年にわたり、他ドナーからの資金提供型の支援を受けていることから、

JICAニジェール事務所、運営指導調査派遣を通じたたびたびの理解促進努力を行っ

たにもかかわらず、プロジェクト・チームが経理面の管理責任をもつ日本の方式に

対して十分な理解を示さなかった。 

・ プロジェクトの日当水準に関する理由により、保健局のC/Pは他ドナーの活動を優先

する傾向がみられた。このことから、2008年3～5月の一時期、プロジェクト活動の

円滑な実施が困難な状況があった。 

 

a）プロジェクト・マネジメント 

実情に対応するためプロジェクトの成果と活動が一部変更（成果１：ASV育成から

村COSAN設立へ変更、成果5の追加）になった。 

 

b）蚊帳の調達 

プロジェクトによるLLITNの購入の是非について賛否両論があり、最終的に提供する

ことが決定されるまで時間を要した。 
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c）政治状況の変化 

・ 暫定政権がコミューン議会を解散したため、2010年に実施の計画だったコミュー

ンCOSAN設立がプロジェクト期間中に実現する見込みはなくなった。 

・ 2011年の国政選挙後の民政移管の過程で、行政機関は組織・人事再編を経るもの

と想定される。現行の住民参加政策は維持されるというのがC/P側の一致した意見

であるが、軌道修正や優先順位の変更が生じる可能性も否定できない。 

 

４－３ 実施プロセス 

４－３－１ プロジェクト・マネジメント 

（1）意思決定過程 

プロジェクト実施に係る重要事項は、以下の会議における関係者との活動計画、進捗確

認に関する協議を通じて決定された。 

 

会議の種類 頻度 参加者 

調整会議 2カ月ごと、プラス必要時 DRSP、DS 

ECD/JICA会議 毎月、プラス必要時 DS 

グループ会議 

① 帳再浸潤グループ 

② 住民組織グループ 

③ マラリア看護研修グループ 

必要時 DRSP、DS 

 

2009年以降プロジェクトの計画はPAAをベースにすることが合意されたが、年度ごとに作

成されるPAAはプロジェクトの全計画を網羅したものではなく、また指標など評価に必要な

項目が含まれていない。 

 

（2）モニタリング 

保健省、PNLP、DRSP、DS、JICA事務所が参加する調整会議が3カ月に1回開催され、プ

ロジェクトのモニタリング並びに意思決定の場としての役割を担った。 

一方、現在CSI COSANメンバーによる現地訪問形式で実施されている村COSANのモニタ

リングに関しては、ヘルスワーカーの参加が限られていること、保健局への報告制度がな

い等の問題があり、プロジェクト終了までに改善が必要とされる。聞き取りを行ったC/Pの

何人かはモニタリングをモデルの問題点として指摘した。 

 

（3）関係者間のコミュニケーション 

1）C/P機関（MSP、PNLP、DRSP、DS）間 

縦割り組織であるC/P機関間の意思疎通は必ずしも効率的ではなかったが、プロジェク

トが開催する各種会議においてプロジェクト計画・実施について協議を行っている。 

 

2）保健局とCSI/CS 

保健局とCSI/CSとの間では保健サービス提供についての業務連絡はあるが、プロジェ
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クトに関しては十分な情報共有が行われていなかったようである。 

 

3）CSI/CSとCOSAN/学校COGES 

COSANは保健施設の財務管理の役割を担っており、したがってCSI COSANとCSI、CS 

COSANとCSは共労関係にある。近接する村COSANと学校COGESは地域の清掃、村人の

啓発活動等で協力することがある。村COSANのメンバーでは識字者が限られるため、プ

ロジェクトはパイロットCSI管轄区において学校の教師たちの村COSANへの協力を促進

した。 

 

4）JICAの実施体制 

JICAニジェール事務所はプロジェクトからの照会、要望に迅速に対応してきた。JICA

本部との意思疎通も適切と考えられる。 

事前評価調査（2006年7月）、R/D（2007年7月）、JCCでのPDM/PO改定（2008年3月）、

PDMに代わってPAAによる成果・活動の修正（2009年及び2010年）というプロジェクト

計画と変更に係る一連の過程は相手国側の意向の下で進められた経緯があり、PAAには各

年の成果と活動が記載されているが、指標、外部条件は含まれていない。そのため、今

回、終了時評価調査の開始時にPDM-eの作成を行った。 

 

5）他援助機関との協力体制 

プロジェクトのロゴは、2008年8月マラリア週間のイベントがビルニンガウレで開催さ

れた際、マラリア対策大使を務めた大統領夫人により認定された。 

ドッソ州における2010年世界マラリア・デー（5月5日）がビルニンガウレで行われた

際、PlanニジェールとCADEVというNGOが参加者の日当・交通費の負担、学生サッカー・

トーナメントの賞品の提供を行って、プロジェクトを支援してくれた。プロジェクトが

LLITNを購入しているOlysetとPermanetが、世界マラリア・デーのイベントで蚊帳の展示

を行った。 

 

４－３－２ 関係者の参加 

（1）カウンターパートのコミットメント 

1）保健省 

中央レベルにおいて、プロジェクト前半期はプロジェクトへの理解、コミットメント

とも十分とは言い難かった。その後、暫定政権の下任命された上層部に対する説明がな

され、改善傾向にある。 

 

2）PNLP 

PNLPは活動に直接かかわってはいないが、会議やイベントへの参加を通じてプロジェ

クトに貢献してきた。 

 

3）DRSP・DS 

DRSP及びDSとは、さまざまな会議の開催や活動の実施を共同で行っている。DSはプ
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ロジェクトへのコミットメントを示しており、2カ所の非パイロットCSI（カンカンディ：

2009年11月～2010年2月、ボシア：2010年5月以降）にて自ら村COSANの設立に着手した。 

一方、C/P側は、長年にわたり、他ドナーからの資金提供型の支援を受けていることか

ら、JICAニジェール事務所、運営指導調査派遣を通じたたびたびの理解促進努力を行っ

たにもかかわらず、プロジェクト・チームが経理面の管理責任をもつ日本の方式に対し

て十分な理解を示さなかった。 

 

（2）ターゲットグループの参加 

プロジェクトはコミュニティベースのアプローチを掲げて、ターゲット・グル―プを活

動に巻き込むことに成功した。地域住民は自ら志願してコミュニティでのマラリア活動実

施の中心となるCSI/CS/村COSAN や学校COGESのメンバーになった。聞き取り調査により、

CSI/CS/村COSAN、学校COGESのメンバーの高い意気込みが確認された。 

パイロット地区の5カ所のCSI、6カ所のCS、10の学校 COGESでは、人々が村COSANの設

立、蚊帳の有償配布、マラリアに関する意識啓発、村の清掃等のプロジェクト活動に積極

的に参加した。プロジェクトの開始から2010年4月までの期間に、1万8,000帳（プロジェク

ト購入1万帳、草の根無償提供8,000帳）のLLITNのうち、1万2,000帳がCOSAN総会で決めら

れた価格（約600FCFA：約100円）で地域の世帯に配布された。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

（1）プロジェクト終了に向けて 

① マラリア治療（看護）、計画能力、及びモニタリング制度に関し、一層の能力強化を図る

必要がある。マラリア治療（看護）については、未受講の保健医療従事者に対して研修

を実施するほか、DS関係者による保健医療施設現場視察を通じたマラリア診断・治療の

質のモニタリング指導も有効である。 

② コミュニティベースのマラリア対策ガイド、村COSAN設立ガイド、研修マニュアルを早

急に完成させ、関係者間で共有することが求められる。 

③ コミュニティベースのマラリア対策モデルの理解を促進するため、関係者間での経験・

教訓を共有するワークショップ等を実施することが望ましい。同機会を利用するなどし

て、プロジェクト終了後のモデルの運用に関し、ニジェール国内のマラリア対策パート

ナーシップについても情報・意見交換すべきである。 

 

（2）プロジェクト期間中並びにプロジェクト終了後 

① CSIと村COSANの協力関係に同CSI管轄区内のCSを巻き込むことにより、二者間の関係を

強化し、村COSANの指導とモニタリングに要するCSIの負担の軽減が可能である。 

② 住民組織（COSAN・学校COGES等）のメンバーに対し、何らかのインセンティブを担保

することが望まれる。インセンティブは必ずしも日当、交通費または移動手段といった

金銭や物資の提供である必要はなく、保健や他のテーマについて学ぶ機会、政府による

承認・表彰、村人からの感謝や敬意も含まれる。コミュニティの代表である住民組織メ

ンバーへのインセンティブ提供の仕組みをコミュニティベースのマラリア対策モデルに

組み込むことができれば、継続性・自立発展性を高めることに貢献できる。 

③ 県DSは、住民組織（COSAN・学校COGES等）メンバーのマラリア対策活動参加意欲を維

持するため、指導、育成、監督、モニタリングに係る支援を継続することが必要不可欠

である。この実現に向け、国・州政府は県に対し財政・物的・技術的支援を提供するこ

とが必要である。同時に、DSには、訓練を受けた人材が継続的かつ適材ポストに配置さ

れることが求められる。COSANと学校COGESが機能し続けるため、主たる収入源である

LLITNの供給を確保するための努力も必要であろう。 

④ 保健省は、コミュニティベースのマラリア対策モデルの継続運用・他地域への適用を可

能にする人的・財政的リソースを確保する必要がある。GFATMへのプロポーザル提出も

ひとつの重要な機会である。 

⑤ パイロット地区の保健医療従事者、CSI COSANメンバーは、マラリア対策活動を含めた

CSIの活動計画（マイクロ・プラン）を作成するとともに、保健省は、コミュニティベー

スのマラリア対策モデルの諸活動をCSI全体の活動計画へ統合させるための主導的役割

を果たすことが期待される。 

⑥ 住民組織が適切に機能するよう、保健省は住民参加に係る省令改定が早急に承認される

よう働きかけを行うことが期待される。 

⑦ COSAN・学校COGESが長期にわたり機能できるようにするためには、組織を適切に運用
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し、透明性を保ち、信頼性を担保することが重要である。 

 

５－２ 教 訓 

住民参加が地域に根付くためには、密接な共労を通じての関係者間の信頼と敬意に基づく関係

の確立が不可欠であり、そのための時間を要する。3年という短期間にプロジェクトは実質的な成

果を上げたが、プロジェクト効果を維持させるためには、コミュニティ・レベルでの活動計画・

実施・モニタリング・評価への十分な技術的・財政的支援が必要である。 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M）、合同評価報告書  

 

２．PDM-e 

 

３．評価グリッド  

 

４．投入実績  

 

 























































































Project Design Matrix
Project Title：The Malaria Control Project in the District of Boboye
Target Area：District of Boboye, Dosso Region
Implementation Period：November　2007 - November 2010
Target Group：People of the District of Boboye, Dosso Region (Population 361,842 in 2010) Prepared on June 15, 2010

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumptions

Overall Goal
Malaria morbidity and mortality in the Health District of
Boboye are reduced.

1. Malaria cases in the District of Boboye decrease.
2. Malaria deaths in the District of Boboye
decrease

・DS reports

Project Purpose
1. Number of CSI, CS and village COSAN in the
target area where the model is introduced
i

・Project records ・The model established by the
Project is sustained and

i d2. Number of households who participate in malaria
control activities increases.

・Project records
・Impact Survey

・DS, CSI, CS staff continue
working in the target area.

3. The effective and practical community-based
malaria control guide is developed.

・The community-based malaria control
guide

4. Number of LLINs* per household in the pilot
areas exceeds that of the non-pilot areas.

・Baseline Survey/Impact Survey

5. Malaria-like symptoms induced treatment seeking
behavior of people in the pilot areas is better than
that of the non-pilot areas.

・Impact Survey

Outputs
1.The capacity of village COSANs in the pilot area to plan
and implement malaria control measures is strengthened

1-1.  Number of village COSAN members who
received training increases.

・Project records ・LLINs and drugs for ACT and
IPT can be procured as

h d l d1-2. Number of malaria control activity plans made
by village COSAN increases.

・Project records ・Natural disasters, as happened
in 2005, do not occur.

1-3. Number of malaria control activities carried out
by village COSAN increases.

・Project records

1-4.  Tools to establish village COSAN and to train
its members are developed.

・Training module
・Village COSAN establishment guide

2. The capacity of 11 pilot CSI/CS COSANs  and 10 pilot
school COGES to plan and implement malaria control
measures is strengthened.

2-1. Number of members of CSI/CS COSAN and
school COGES who received training increases.

・Project records

2-2. Number of CSI COSAN which monitor
activities of village COSAN increases.

・Project records
・COSAN activity plans
・School COGES activity plans

2-3. Number of monitoring of village COSAN’s
activities done by CSI COSAN increases.

・Project records
・COSAN activity plans
・School COGES activity plans

3.The quality of the treatment of malaria patients by
health officers (nurses, midwives, and ASCs) is improved.

3-1. Number of health workers who received
training increases.

・Project records

3-2. Score of the knowledge/technique post-
training test goes up compared to that of the pre-
training test.

・Pre-tests/post-test results

4. The capacity of Boboye Health District to plan and
implement community based malaria control measures is
strengthened.

4-1. Number of awareness raising in villages by DS
increases.

・Project records
・DS reports

4-2. Number of instructions of village COSAN
member election by DS increases.

・Project records
・DS reports

4-3. Number of training on malaria control for
CSI/CS staff, CSI/CS COSAN and village COAN by
DS increases.

・Project records
・DS reports

5. The understanding of partners on the community-based
malaria control model is promoted.

5-1. Number of opportunities for dissemination of
the community-based malaria control model
increases.

・Evaluation by MSP/LCE
・Project records

Activities

1-1 To develop a community based malaria control
training module

・Role and legal framework of
COSAN do not change.

1-2 To select 65 pilot villages for the strengthening of the
capacity of  village COSANs

・Cost recovery policy of the
Ministry of Health does not

1-3 To elect democratically management committee
members  of selected village COSANs

fluctuate

1-4 To train democratically elected village COSAN
management committee members

1-5 To support bed net treatment activities, public health,
subsidized sales of bed nets, etc. written in village COSAN
action plans

1-6 To assure monitoring and evaluation of village COSAN
activities
1-7 To develop a manual for the establishment of village
COSANs

1-8 To promote  local initiatives as regards
communication (broadcasting of radio programmes, songs,
plays, etc.)
2-1 To select 4 pilot CSI, 6 pilot CS, 10 pilot school
COGES.

2-2 To conduct a baseline survey on the current situation
of CSI/CS COSANs and school COGES.
2-3 To elect  or replace COGES members of CSI/CS
COSANs through democratic elections, and support to the
establishment of Communal Health Committees (CCS)
2-4 To train CSI/CS COGES and CCS members

2-5 To support some malaria control activities written in
the CSI/CS COSAN and CCS action plans.
2-6 To assure the monitoring and Evaluation of CSI/CS
COSANs and CCS.
2-7 To support exchange meetings to share ideas and
experiences of COSANs.
2-8 To raise the awareness of 10 school COGES on
malaria prevention activities.
2-9 To provide pilot school COGES with educational
materials on malaria prevention
2-10 To train the COGES members and the teachers of
the 10 pilot schools on the use of educational materials
2-11 To assure the monitoring and evaluation of malaria
control activities in the 10 school COGES
3-1 To identify the needs for continuous training of health
workers for malaria cases.
3-2 To carry out continuous training of health workers on
prevention and treatment  of malaria cases.
3-3 To assure the follow up for health workers trained Preconditions
4-1 To support DS on monitoring and evaluation missions
of CSIs, CS, and pilot villages.
4-2 To assess the implementation situation of the annual
plan of activities of DS on malaria control
5-1 To organize workshops and field visits
5-2 To develop and validate a community based malaria
control guide with the results and experiences from the
Project.
5-3 To develop dissemination tools for Project activities

An effective community-based malaria control model is
established to strengthen malaria control in the Health
District of Boboye.

Japan
1. Experts
Long-term Experts
Chief Advisor, Training Management/Coordination
Short-term Experts
Some experts
2. Equipment
3. Counterpart training

Niger
1. Counterpart personnel
MSP, PNLP, DRSP, DS
2. Local costs

*LLINs (Long-lasting Insecticidal Nets）=長期残効性殺虫処理蚊帳

Inputs

Administrator
２．PDM-e



：PAA準拠 斜線部：R/D本文に準拠　　他の項目：PDMに準拠

小項目

TGの適切性（対象地域・規模）
対象地域の現状、TG人口規
模

統計データ
C/P、専門家、他援助機関関係者
事前評価報告書
ベースライン/コミュニティ調査

インタビュー
資料レビュー

TGのニーズとの合致 TGのニーズ

統計データ
C/P、専門家、他援助機関関係者
ベースライン/コミュニティ調査
事前評価報告書

インタビュー
資料レビュー

相手国政策・計画との整合性 相手国政策・計画
相手国政策・計画
C/P、専門家、他援助機関関係者
事前評価報告書

インタビュー
資料レビュー

保健省の政策・計画との整合性 保健政策・計画
保健政策・計画
C/P、専門家、他援助機関関係者
事前評価報告書

インタビュー
資料レビュー

援助政策・国別事業実施計画との整合性 援助政策・国別事業計画
援助政策・国別事業計画
C/P、専門家
事前評価報告書

インタビュー
資料レビュー

技術的優位性
マラリア対策・地域保健事
業実績

マラリア対策・地域保健事業資料
C/P、専門家
事前評価報告書

インタビュー
資料レビュー

手段としての適切性
ニジェールのマラリア対策
の課題の対処策としての適
切性

プロジェクト計画策定過程
プロジェクト計画過程の適
切性

公平性
受益の公平性、費用負担の
公平性

政策 政府の政策、法律、制度
経済・財政 経済状況、政府財政

社会
マラリア予防行動やサービ
ス利用に影響を与える社
会・文化的要素

評価グリッド＜評価5項目＞

データ収集方法
大項目

評価５項目
評価設問

必要な情報・データ 情報源

C/P、専門家、他援助機関関係者
事前評価報告書
プロジェクト報告書

インタビュー
資料レビュー

プロジェクトをと
りまく環境の変化

統計データ
C/P、専門家、他援助機関関係者
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

妥当性

相手国ニーズとの
整合性

日本の援助として
の妥当性

プロジェクト計画
の適切さ

Administrator
３．評価グリッド



<Achievement Grid参照> <Achievement Grid参照>
<Achievement
Grid参照>

成果とプロジェクト目標の間の原因・結果関係

成果1 関連項目分析結果

成果2
「11のパイロットCSI/CS COSANと学校COGESの
マラリア対策活動計画及び実施に係る能力が強
化される」

関連項目分析結果

成果3 関連項目分析結果

成果4 関連項目分析結果

成果5 関連項目分析結果

「LLITN、マラリア予防・治療薬が計画どおり
調達される」
「2005年に起きたような自然災害が起こらな
い」

外部条件は現時点でも適切
か、外部条件の影響はあっ
たか

C/P、専門家
CSI・CSスタッフ
COSAN・学校COGESメンバー
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

プロジェクト目標達成の貢献・阻害要因 関連情報分析結果

C/P、専門家
CSI・CSスタッフ
COSAN・学校COGESメンバー
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

「ボボイ県保健区におけるマラリア対策を強化
するためにコミュニティベースのマラリア対策
モデルが確立される」 は達成されたか

整合性

「パイロット地域における村COSANのマラリア
対策活動計画及び実施に係る能力が強化され
る」

C/P、専門家、
県保健局スタッフ、
CSIスタッフ（看護師・助産師）、
CSスタッフ（ASC)、COSAN・学校
COGESメンバー（校長、教員、村
長、地域住民代表ほか）
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

外部条件（成果か
らプロジェクト目
標へ）

貢献・阻害要因

有効性

プロジェクト目標
の達成

インタビュー
資料レビュー「保健医療従事者（看護師、助産師、ASC）に

よるマラリア治療ケアの質が向上する」

「コミュニティベースのマラリア対策に係るボ
ボイ県保健局の活動計画、実施能力が強化され
る」

「コミュニティベースのマラリア対策に対する
プロジェク関係者（保健省、マラリア対策に関
わるパートナー等）の理解が促進される」



<Achievement Grid参照> <Achievement Grid参照>
<Achievement
Grid参照>

整合性 活動と成果の間の原因・結果関係

成果1の活動群

成果2の活動群

成果3の活動群

成果4の活動群

成果5の活動群

専門家 数、専門分野、時期、期間
C/P 数、専門分野、時期、期間
機材 種類、質・量、時期

C/P研修
参加者数、内容、時期、期
間

プロジェクト費用 総額、時期

ローカルコスト 総額、時期

期待される成果に照らしての投入規模の適切さ
類似プロジェクトの投入規
模との比較

C/P、専門家
他援助機関関係者

インタビュー
資料レビュー

投入の対費用効果
類似プロジェクトの対費用
効果との比較

C/P、専門家
他援助機関関係者

インタビュー
資料レビュー

「CSの建設進捗状況」
「COSANの役割及び法的枠組みが変更しない」
「保健省の財政補償政策に変動がない」

外部条件は現時点でも適切
か、外部条件の影響はあっ
たか

C/P、専門家
CSI・CSスタッフ
COSAN・学校COGESメンバー
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

効率性に貢献または阻害する要因 関連情報分析結果

C/P、専門家、
県保健局・CSI・CSスタッフ
COSAN・学校COGESメンバー
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

関連項目分析結果

C/P、専門家、
県保健局スタッフ、
CSIスタッフ（看護師・助産師）、
CSスタッフ（ASC)
COSAN・学校COGESメンバー（校
長、教員、村長、地域住民代表ほ
か）
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書
Achievement Grid

インタビュー
資料レビュー

投入(質、量、時
期など)

C/P、専門家
Achievement Grid

インタビュー
資料レビュー

成果の達成 5つの成果は達成されたか

投入の適切さ

対費用効果

外部条件（活動か
ら成果へ）

貢献・阻害要因

効率性



データ分析結果
統計データ、C/P、専門家
事前評価報告書
ベースライン/コミュニティ調査

インタビュー
資料レビュー

整合性
プロジェクト目標と上位目標間の原因・結果関
係

関連項目分析結果
統計データ、C/P、専門家
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

「プロジェクトが開発したモデルが維持され
る」

外部条件は現時点でも適切
か、外部条件が満たされる
可能性はあるか

C/P、専門家、他援助機関関係者
事前評価報告書

インタビュー
資料レビュー

上位目標達成の貢献・阻害要因 関連情報分析結果

C/P、専門家、
県保健局・CSI・CSスタッフ
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

波及効果 正の効果 関連情報分析結果

<横断的視点参照> 負の影響 関連情報分析結果

インパクト

「ボボイ県保健区のマラリア罹患率、死亡率が
減少する」発現の見込みはあるか

外部条件（プロ
ジェクト目標から
上位目標へ）

貢献・阻害要因

C/P、専門家、
県保健局・CSI・CSスタッフ
COSAN・学校COGESメンバー
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

上位目標実現の見
込み



組織 プロジェクト効果の維持のための運営管理制度
保健省、州・県保健局の運
営・管理体制、事業計画

保健省、州・県保健局組織・計画
C/P、専門家
県保健局・CSI・CSスタッフ
COSAN・学校COGESメンバー
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

予算 マラリア対策予算
保健省、州・県保健局予算
C/P、専門家、他の援助機関関係者

インタビュー
資料レビュー

マラリア対策実施・計画能力
県保健局、ヘルスワー
カー、COSAN、学校COGESメ
ンバーの能力水準

知識・技術の維持
保健省・県保健局人材開発/
研修制度、計画

コミュニティベースのマラリア対策モデルの実
用性、持続性

コミュニティベースのマラ
リア対策モデルは機能し続
けるか

政策・制度 政府の政策・制度面での継続支援 政府の政策、長期計画
政府政策
C/P、専門家、他援助機関関係者

インタビュー
資料レビュー

社会・文化
プロジェクト効果、活動を阻害する社会・文化
的影響

マラリア予防行動やサービ
ス利用に影響を与える社
会・文化的要素

C/P、専門家、
県保健局・CSI・CSスタッフ
COSAN・学校COGESメンバー
ベースライン/コミュニティ調査

インタビュー
資料レビュー

その他
TG:ターゲット・グループ、CSI:総合保健センター、CS:保健ポスト、ASC:地域保健員
COSAN:保健委員会、COGES:運営委員会、DDSP:県保健局

自立発展性

財政

知識・技術

保健省、州・県保健局制度・計画
C/P、専門家、
県保健局・CSI・CSスタッフ
COSAN・学校COGESメンバー
事前評価報告書
プロジェクト年次報告書
COSAN運営ガイド、コミュニティ・
マラリア対策ガイド

貢献・阻害要因

インタビュー
資料レビュー



小項目

意思決定
プロジェクトに関する意思決定
過程は適切だったか

モニタリング
プロジェクトのモニタリングは
適切に行われたか

コミュニケーション
プロジェクト関係者間のコミュ
ニケーションはスムーズだった
か

JICAの実施体制
JICA本部とニジェール事務所の
プロジェクト管理は十分だった
か

他援助機関との協力体制
国連機関、NGOとの協力はあっ
たか

C/Pのコミットメント
C/Pと保健省のプロジェクトへ
のコミットメント、オーナー
シップは十分だったか

C/P、専門家
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

TGと受益者のプロジェクトへの
参加

TGと受益者は積極的にプロジェ
クトへ参加したか

C/P、専門家
県保健局・CSI・CSスタッフ
COSAN・学校COGESメンバー
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

プロジェクト実施に係る貢献・
阻害要因

関連情報分析結果
C/P、専門家
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

TG:ターゲット・グループ、CSI:総合保健センター、CS:保健ポスト、 ASC:地域保健員
COSAN:保健委員会、COGES:運営委員会、DDSP:県保健局

実施プロセス

プロジェクト・マネジ
メント

C/P、専門家
プロジェクト年次報告書

インタビュー
資料レビュー

関係者の参加

貢献・阻害要因

情報源 データ収集方法
大項目

評価グリッド＜実施プロセス＞

その他の
評価項目

評価設問
必要な情報・データ



付属資料　4－1　投入実績一覧：長期・短期専門家

Project Title: Malaria Control Project

No. Name Designation Period Duration

1 Dr. Shunji TABUCHI Chief Adviser / Malaria Controle 10 November 2007 ~ 9 November 2009 24.0 Month(s)

2 Ms. Mineko ONODERA Project Coordinator / Training Planning 10 November 2007 ~ 22 December 2009 25.4 Month(s)

3 Mr. Shigeo YAMAGATA Chief Adviser 1 October 2009 ~ 4 November 2010 13.1 Month(s)

4 Ms. Takako UCHIDA Project Coordinator / Training Management 5 November 2009 ~ 4 November 2010 12 Month(s)

LONG TERM EXPERTS: TOTAL NUMBER of EXPERTS 4 persons

LONG TERM EXPERTS: TOTAL DURATION 74.5 Month(s)

No. Name Designation Period Duration

1 Ms. Mika KUNIEDA Participative Approach and Community
Organizations

1 June 2008 ~ 8 October 2008 4.3 Month(s)

2 Ms. Yu FUJITA IEC 2 July 2008 ~ 6 September 2008 2.2 Month(s)

3 Ms. Mika KUNIEDA Participative Approach and Community
Organizations

4 January 2009 ~ 14 March 2009 2.4 Month(s)

4 Mr. Atsuyuki KADO Monitoring System 9 February 2009~ 24 March 2009 1.5 Month(s)

5 Mr. Daisuke NONAKA Epidemiology/Statistics 9 January 2010 ~ 7 February 2010
24 April 2010 ~ 31 Avril 2010

1.3 Month(s)

SHORT TERM EXPERTS: TOTAL NUMBER of EXPERTS 5 persons

SHORT TERM EXPERTS: TOTAL DURATION 11.7 Month(s)

List of Long-term and Short-term Experts

Long Term Experts

Short Term Experts

Administrator
４．投入実績



付属資料　4－2　投入実績一覧：本邦研修

Project Title: Malaria Control Project

No. Name of Trainee Course Title Period Execution Partner
Post at the time

of  Training
Present

Post

1 Hamidou Atta

L'amélioration des soins de
santé publique régionaux pour
le personnel de contrpartie
des JOCV dans les pays
d'Afrique francophone

15.6.08
 - 12.07.08

International Nurse
Foundation of Japon
(INFJ)

Chief, Service of
Pharmacies,
Laboratoires and
Community
Participation, DRSP

same

2
Dr. Abdoulaye Zeï
nabou Idder

La santé de la mère et de
l'enfant pour les pays
francophones

27.1.09
 - 7.3.09

International Medical
Center of Japan
(IMCJ)

Regional Director of
the Public Health
(DRSP), Dosso

same

3
Ibrah Souley
Soumbounou

Amélioration des soins de
santé publique régionaux pour
le personnel de contrpartie
des JOCV dans les pays
d'Afrique francophone

14.6.09
 - 11.7.09

International Nurse
Foundation of Japon
(INFJ)

Regional Coordinator
of Malaria, DRSP
Dosso

same

List of Training in Japan Provided for the Counterpart



付属資料　4－3　投入実績一覧：国内研修

Project Title: Malaria Control Project

Title of Training Target
Number of
Participants

Periode Site

In 2008

Malaria Care Community Health Worker 54 4.1.08 - 5.1.08 Birni N'Gaouré

Mosquito Net Impregnation Mosquito Net Impregnation Agent 11 23.5.08 Birni N'Gaouré

Mosquito Net Impregnation Mosquito Net Impregnation Agent 5 25.5.08 Kiota

Roles and Responsibilities of COSAN, Development, Execution
and Internal Monitoring of Action Plan

Member of Village COSAN Office 34 25.07.08 Yéni 

Roles and Responsibilities of COSAN, Development, Execution
and Internal Monitoring of Action Plan

Member of Village COSAN Office 31 31.07.08 Zouzou Saney 

Roles and Responsibilities of COSAN, Development, Execution
and Internal Monitoring of Action Plan

Member of Village COSAN Office 48 04.08.08 Fandou

Establishment and Monitoring of School Health Committee
(CSS)

Member of School Administration
Committee (COGES), Teacher

20 13.08.08. Birni N'Gaouré

Sensitzation, Establishment of Health Committee (COSAN) and
Development of Action Plan

Member of Health Committee
(COSAN) of Health Hut (CS)

20 27.08.08 Birni N'Gaouré

Malaria Care Nurse and Midwife 17 16-19.10.08 Birni N'Gaouré

Malaria Care Nurse and Midwife 20 30.10.08 - 2.11.08 Birni N'Gaouré

Development of Action Plan
Salubrity Committee of Municipality
of Birni N'Gaouré

45 17.11.08 Birni N'Gaouré

Roles and Responsibilities of COSAN, Development, Execution
and Internal Monitoring of Action Plan

Member of Village COSAN Office 26 19.11.08 Birni N'Gaouré

Malaria Care Nurse and Midwife 21 13-17.12.08 Birni N'Gaouré

In 2009

Community Participation, Sensitization, Election and
Monitoring

Member of Sub-team 9 17-18.01.09 Béllandé

Community Participation, Sensitization, Election and
Monitoring

Member of Sub-team 14 20.01.09 District Sanitaire 

Sensitization on Correct Use and Maintenance of Long Lasting
Insecticide Treated Mosquito Net and Sale with Moderate Price

Community Health Worker (ASC)
and Village COSAN Member

21 17.02.09 Karra

Sensitization on Correct Use and Maintenance of Long Lasting
Insecticide Treated Mosquito Net and Sale with Moderate Price

Community Health Worker (ASC)
and Village COSAN Member

21 23.02.09 Zouzou Beri

Sensitization on Correct Use and Maintenance of Long Lasting
Insecticide Treated Mosquito Net and Sale with Moderate Price

Community Health Worker (ASC)
and Village COSAN Member

21 04.03.09 Yéni

Roles and Responsibilities of COSAN, Development, Execution
and Internal Monitoring of Action Plan

Member of Village COSAN Office 33 22-24.06.09 Bélandé 

Roles and Responsibilities of COSAN, Development, Execution
and Internal Monitoring of Action Plan

Member of Village COSAN Office 26 26-28.06.09 Bassi Zarma

Roles and Responsibilities of COSAN, Development, Execution
and Internal Monitoring of Action Plan

Member of Village COSAN Office 21 01-03.07.09 Tiguey

Roles and Responsibilities of COSAN, Development, Execution
and Internal Monitoring of Action Plan

Member of Village COSAN Office 23 06-08.07.09 Fandou

Sensitization on Correct Use and Maintenance of Long Lasting
Insecticide Treated Mosquito Net and Sale with Moderate Price

Community Health Worker (ASC)
and Village COSAN Member

41 11.07.09 Bélandé

Sensitization on Correct Use and Maintenance of Long Lasting
Insecticide Treated Mosquito Net and Sale with Moderate Price

Community Health Worker (ASC)
and Village COSAN Member

9 09.08.09 Fandou

Roles and Responsibilities of COSAN, Development, Execution
and Internal Monitoring of Action Plan

Member of Village COSAN Office 18 26-28.08.09 Zouzou Béri

Sensitization on Correct Use and Maintenance of Long Lasting
Insecticide Treated Mosquito Net and Sale with Moderate Price

Health Hut (CS) Committee Member 30 03.09.09 Birni N'Gaouré

Malaria Care Nurse and Midwife 20 22-26.09.09 Birni N'Gaouré

Malaria Care Nurse and Midwife 20 6-10.10.09 Birni N'Gaouré

Use of Educational Aids
Member of School Administration
Committee (COGES), Teacher

30 25-26.11.09 Birni N'Gaouré

In 2010

Sensitization on Correct Use and Maintenance of Long Lasting
Insecticide Treated Mosquito Net and Sale with Moderate Price

Member of School Administration
Committee (COGES)

12 05-07.01.10 Falmey 

Sensitization on Correct Use and Maintenance of Long Lasting
Insecticide Treated Mosquito Net and Sale with Moderate Price

Member of School Administration
Committee (COGES)

18 6-07.01.10 Kolla Bossey

Functioning of Village Health Committee (COSAN)
Community Health Worker and
Teachers of Pilote Villages

15 27.01.10 Karra

Functioning of Village Health Committee (COSAN)
Community Health Worker and
Teachers of Pilote Villages

19 02.02.10 Yéni

Functioning of Village Health Committee (COSAN)
Community Health Worker and
Teachers of Pilote Villages

22 03.02.10 Bélandé

List of the In-county Training



付属資料　4－4　投入実績一覧：供与機材

Vehicle
TOYOTA PRADO SW 4x4 LJ 120L
GKMEE21GX LUXE

2 Functional 39,000,000

Motorcycle YAMAHA DT 125 3 Functional 5,475,000

Computer HP Desktop DX 2300 pentiumIV 3 Functional 1,815,000

Computer HP Laptop Pentium Core duo T5470 1 out of order 630,000

Printer HP laser Color 5550n 1 Functional 3,200,000

Photocopier Canon IR 2016 1 Functional 1,739,000

Printer/scanner/photocopier HP Multifunction HP3183 1 Functional 131,000

Telephone/ Fax Panasonic KX-FT series 1 Functional 130,000

Projector EPSON S4 Iuminosite de 2000 1 Functional 534,000

Television for the sensitization Sharp 21 1 Functional 140,000

Projecter's screen set 175×175 1 Functional 150,000

Annual total（FCFA） 52,944,000

Vehicle
TOYOTA PRADO SW 4x4 LJ 120L
GKMEE21GX LUXE

1 Functional 21,000,000

Computer HP Desktop L1908w 1 Functional 715,000

Digital camera Nikon Coolpix　L20 1 Functional 119,000

Annual total（FCFA） 21,834,000

Grand total（FCFA） 74,778,000

Working
Condition

Total Price
（FCFA）

FY07

FY Name of Equipment Manufacturer, Model Qty
Recipient

Organization

User
(Location)

National Malaria
Program(PNLP)

Health
Department
of Boboye
district

National Malaria
Program(PNLP)

Health
Department
of Boboye
district

FY09



付属資料　4－5　投入実績一覧：資機材（専門家携行機材、在外事業強化費）

備考

FY07 Accummulator for battery 5.5kWh 1 Functional 1,600,000 携行機材

Battery 6V/160 Ah 16 Functional 110,000 携行機材

Translation software Japanese-French Sysyran premium translater6.0 WLP 1 Functional 0 104,500 携行機材

ＧＰＳ GPSAP60CSX 1 Functional 0 81,400 携行機材

Harddisk Drive L-ED500 FU2 2 Functional 0 20,400 携行機材

Digital Camera IXY DIGITAL2000IS 1 Functional 0 44,000 携行機材

Video camera HDR-SR8 1 Functional 0 125,000 携行機材

DVD writer VRD-MC5 1 Functional 0 23,600 携行機材

1,710,000 398,900

Air conditionner for Project Office Sharp 2.5CV 1 Functional 400,000 在外事業強化費

Generator, voltage stbilizer, cables, adaptor to
battery

2.2CVA 1 Functional 255,500 在外事業強化費

Battery 6V/160 Ah 4 Functional 400,000 携行機材

Cable and accessory to Installation for battery 1 Functional 15,000 携行機材

1,070,500

FY09 Health
Department of
Boboye district

Air conditionner for Project Office Sharp 2.5CV 1 Functional 780,000 在外事業強化費

780,000

Total Price
JPY

JICA Malaria
Projet Birni
N'Gaoure Office

FY

User (Location)

Name of Equipment Qty

Working
Condition

Manufacturer,Model
Working

Condition

Total Price
FCFA

Manufacturer,Model Qty

Total Price
FCFA

FY08

FY

User (Location)

Name of Equipment

JICA Malaria
Projet Birni
N'Gaoure Office

Working
Condition

Total Price
FCFA

FY

User (Location)

Name of Equipment Manufacturer,Model Qty



付属資料　4－6　投入実績：在外事業強化費

予算年度 現地通貨額（FCFA) 円貨額(注)

19年度 32,784,477 5,704,499

20年度 141,959,840 24,701,012

21年度 121,782,846 21,190,215

22年度（見込み） 57,118,000 9,939,000

合計（見込み） 353,645,163 61,534,726

(注) 現地通貨額から、換算レート 1FCFA = 0.174円を用いて換算。



付属資料　4－7　ニジェール側カウンターパート一覧

from to
Programme national de lutte contre le paludisme (PNLP)

1 Program Coordinator Dr. Abani Maazou present
2 IEC Responsible Ms. MINDADOU Hadizatou present

Direction of Care Organisations (DOS), Ministry of Public Health
3 Chief of the Community Health Division Ms. Souley Aichatou August 2009
4 Chief of the Community Health Division Mr. Zakari AMADOU September 2009 present

Regional Direction of Public Health (DRSP) of Dosso
5 Director Dr. ABDOULAYE Zeïnabou Idder present
6 Regional Coordinator of Malaria Control Mr. Ibrah SOULEY SOUMBOUNOU present
7 Chief, Service of Pharmacies, Laboratoires and Community Participation Mr. Hamidou ATTA present
8 Service of Pharmacies, Laboratoires and Community Participation Mr. Houdou SOULEY present

Health District of Boboye
9 Chief Medical Doctor Dr. Tsahirou Habila February 2008

10 Chief Medical Doctor Dr. Abari Ezei March 2008 September 2008
11 Chief Medical Doctor Dr. Nouhou Ganda October 2008 August 2009
12 Chief Medical Doctor Dr. Aminata AMADOU September 2009 present
13 Deputy Chief Medical Doctor Dr. Aminata AMADOU August 2009
14 Adninistrator Mr. Djibo Soumana January 2009
15 Adninistrator Mr. Hamma Moussa February 2009 present
16 Communicator Mr. Issoufou Rakia Kindo April 2008
17 Communicator Mr. Idé NIANDOU May 2008 January 2010
18 Communicator Ms. HAMIDINE Hadizatou February 2010 present
19 Epidemiologist Mr. Saidou Idi December 2008
20 Epidemiologist Mr. Gustave Honoré Yacouba January 2009 present
21 Hygiene and Cleaning Technicien Mr. Hamani Tagaza present
22 ASCN - Epidemiologist Ms. Aïssatou NIANDOU TINNI present

Health Committee of District
23 President Mr. Amadou Ali present

Inspection of Basic Education, Birni N'Gaouré
24 Intermediary Obserer of School COGES Mr. Soumana Siddo present
25 School Health and Hygiene Mr. Seïdou Oumarou present

Inspection of Basic Education, Falmey
26 President of the Federation of School COGES Mr. Hassane Hainikoye present
27 School Health and Hygiene Mr. Mahamadou Aouta present

List of Counterparts Assigned for the Project 

Project Title: Malaria Control Project

No. NameOrganisation and Post or Position
Peirode of assignment



付属資料　4－8　合同調整委員会メンバーリスト

x Secretary General Dr. Mallam EKOYE Saïdou

Deputy Secretary General Hassan NAMAKA

Director General of the Public Health Dr. Issa Moussa HAMA

Director of the Desease Control Issoufou ABOUBACAR

Director of the Study and the Planification (DEP) Dr. Idrissa MAIGA

Chief of Study and Research Office, DEP Dr. Katimou MAGA

Chief of International Cooperation Division, DEP Mme. Maiga Aissa Diallo

Director of the Archives, the Information and the Public Relations Mahamaou ILLO

Director of the Public Hygene and the Health Education Sadi MOUSSA

Director of the Care Organisations (DOS) Dr. Tinni ABOUBACAR Amadou

Chief of the Community Health Division, DOS M. Zakari Amadou

x National Coordinator, National Program for Malaria Control (PNLP) Dr. Abani Maazou

x Regional Director of the Public Health (DRSP), Dosso Dr. ABDOULAYE Zeïnabou Idder

Regional Coordinator of Malaria, DRSP Dosso Ibrah SOULEY SOUMBOUNOU

x Chief Medical Doctor, Health District (DS) Boboye Dr. Aminata AMADOU

Communicator, DS Boboye HAMIDINE Hadizatou

x Director of the Community Department, Boboye Hamidou BOUBACAR

x Inspector of the Basic Education, Boboye Mahamane Alhassane

x Representative of the JICA Niger Office Akira NISHIMOTO

Expert chargé du voler santé à JICA Niger Mme. Mika Kunieda

JICA Esperts of the Project Shigeo YAMAGATA

JICA Esperts of the Project Takako UCHIDA

(Note) "x" signifies the initial member mentioned in the Record of Discussions of the 27 July 2007.
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